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１ 平成１９年度公共事業再評価結果（県事業） 

 
 公共事業の再評価にあたっては、客観的に評価を行う観点から三重県公共事業評価審査委

員会条例に基づく三重県公共事業評価審査委員会の調査審議を経たうえで、事業の継続又は

中止について委員会のご意見を最大限尊重しながら県の対応方針を表－１のとおり決定しま

した。 
（１）再評価事業箇所数  １０箇所 
（２）継続事業箇所数  １０箇所 
（３）中止事業箇所数   ０箇所 
（４）平成１９年度三重県公共事業再評価審査対象事業一覧表（表―１） 
番

号 
事業名 箇所名 市町名 

採択

年度 

再評価

理 由 
答申 

対応

方針 

1 森林整備事業 森林基幹道西出菅合線 大台町・大紀町 H9 ③ 継続※ 継続 

2 河川事業 
二級河川 朝明川 

広域基幹河川改修事業 

四日市市～ 

川越町 
S49 ③ 継続※ 継続 

3 河川事業 
一級河川 芥川 

総合流域防災事業 
鈴鹿市 S60 ③ 継続※ 継続 

4 河川事業 
二級河川 檜山路川 

総合流域防災事業 
志摩市 H6 ③ 継続※ 継続 

5 海岸事業 鳥羽港海岸 鳥羽市 H3 ③ 継続※ 継続 

6 海岸事業 的矢港海岸 志摩市 S61 ③ 継続※ 継続 

7 都市公園事業 熊野灘臨海公園 紀北町 S45 ③ 継続※ 継続 

8 下水道事業 
北勢沿岸流域下水道 

（北部処理区） 

四日市市、桑名

市、いなべ市、東

員町、菰野町、朝

日町、川越町 

S51 ③ 継続 継続 

9 下水道事業 
中勢沿岸流域下水道 

（雲出川左岸処理区） 
津市 S56 ③ 継続※ 継続 

10 下水道事業 
宮川流域下水道 

（宮川処理区） 

伊勢市、玉城町、

明和町 
H10 ② 継続※ 継続 

  ※付帯意見あり（９箇所） 
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     再評価理由： ①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業 

  ②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業 

  ③再評価実施後一定期間が経過している事業 

  ④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業 

 
（５）再評価結果を踏まえた今後の取り組み 
 本年度は、表－１のとおり県事業について１０事業を三重県公共事業評価審査委員会にご

審査をお願いしましたところ、１０事業について「継続」のご答申とともに、多くの貴重な

ご意見をいただきました。 
 本県は、委員会からいただいたご意見を踏まえて課題を検討し、それに対する取り組みと

して次頁以降に整理しました。 
 今後は、この取り組みを進めるとともに、更に的確な再評価に努め、更に効率的で効果的

な公共事業となるよう、これらの課題解決に取り組んでいきます。 
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１） 環境森林部の取り組み（再評価） 
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森林整備事業の対応方針について 
［環境森林部］ 

１ 再評価審査対象事業 
森林整備事業 １番 森林管理道 西出菅合線 
     
２ 委員会意見 
平成１９年１０月１８日に開催された第５回三重県公共事業評価審査委員会における審査

の結果、『事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する。』との答申とあわせ

て、「今後、林道の費用対効果の説明において、森林整備経費縮減等便益の内訳についても

説明及び資料の提出を求める。」とのご意見をいただきました。 

 

３ 森林整備事業の背景 
西出菅合線は、地域の基幹となる林道として、その他の林道や作業道と一体的な路網を形

成することで、林業生産活動の活性化により森林資源の有効利用を図ること、また、森林施

業の促進による森林の持つ公益的機能の発揮を図ることを目的に、大台町、大紀町から依頼

を受け県営林道として実施しています。 

その利用区域は過疎化、高齢化が進む大台町、大紀町にまたがり、５ヘクタール以下の小

規模林家が大半を占めていますが、森林組合を中心に森林施業の集団化や高性能林業機械を

使った低コストな施業も始まっており、そういった取組の基盤となる路網の整備が求められ

ております。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 
この林道の開設が、林業経営意欲の向上につながり森林資源の有効利用が図れること、ま

た、適正な森林施業を通じて森林の持つ公益的機能の増進が期待できることから、コスト縮

減と環境への配慮に努めながら、早期完成を目指して事業を継続します。 

 

５ 事業への対応方針 
５－１ 事業の課題 
林道の費用対効果の説明において、森林整備経費縮減等便益の内容がわかりにくいこと。 
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５－２ 課題の解決方針 
最初に費用対効果の一般的な説明を行い、便益については、森林整備経費縮減等便益をは

じめ、計上する便益の内訳まで説明し、資料を提出いたします。 
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２） 県土整備部の取り組み（再評価） 
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河川事業の対応方針について 

［県土整備部］ 

 

１ 再評価審査対象事業    

河川事業 ２番 二級河川 朝明川  広域基幹河川改修事業 

３番 一級河川 芥川   総合流域防災事業 

４番 二級河川 檜山路川 総合流域防災事業 

 

２ 委員会意見 

平成１９年１０月１８日に開催されました第５回三重県公共事業評価審査委員会におけ

る再評価審査の結果、２番、３番、４番については「事業継続の妥当性が認められたこと

から事業継続を了承する。」とのご答申をいただきました。 
また、あわせて「河川事業は、安全・安心に関わる事業であるため、事業効果を早期発

現するための方策を立てるよう求めるものである。」とのご意見をいただきました。 
 

３ 河川事業の背景 

三重県が管理する河川の内、整備必要区間に対する河川整備率は平成１８年度末で３７．

４％と低く、県民の安全・安心という観点からも早期の河川整備が望まれております。 

このため、三重県の河川事業では、浸水被害軽減のため、おおむね５年～１０年に１度

起こる降雨により発生する洪水を安全に流下させるよう、河川堤防や護岸の整備、河床の

掘下げ、河川横断構造物の改築、排水機場の設置などの河川整備を実施しています。 

また、このようなハード整備には多大な事業費と時間を要することから、ソフト事業を

併せて実施し、被害を最小限に抑えるような取り組みも進めています。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

再評価の対象となった朝明川、芥川、檜山路川の河川事業についても浸水被害軽減を目

指して事業を継続していきます。 
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５ 事業への対応方針 

５－１ 事業の課題 

河川事業においては、下流側から流下能力を確保しながら改修を進めることや、上下流

の流下能力を考慮した上でネック箇所の解消を図ること等が必要となっており、また、改

修には大規模な横断構造物の改築等が必要となることから、多大な事業費と長期にわたる

事業期間を要する結果となっています。 

このような現状と、三重県公共事業評価審査委員会でのご意見を踏まえ、如何に事業効

果を早期発現するかが課題であると考えています。 

 

５－２ 課題の解決方針 

限りある予算を有効かつ、効率的に執行するためには、全体の中で優先度を決めながら

整備を行っていく必要があります。 

このため、事業効果の早期発現を図るため、河川整備箇所の選択と集中等、整備の重点

化を進めるとともに、更なるコスト縮減に努めます。 

また、関係市町と連携を図り避難体制の強化を図る等、万一の被害を最小限に抑えるソ

フト対策を推進し、ハード対策、ソフト対策それぞれの持つ特性を活かした総合的な河川

事業を進めます。 

以上の事項をふまえ、平成１８年１２月に策定しました中長期計画である「三重県河川

整備戦略」に基づき効率的、効果的に河川整備を進めていきます。 
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海岸事業の対応方針について 
［県土整備部］ 

１ 再評価審査対象事業 
海岸事業 ５番 鳥羽港海岸 

６番 的矢港海岸 
 
２ 委員会意見 
５番 鳥羽港海岸については、平成１９年１１月１５日に開催されました第６回三重県

公共事業評価審査委員会における再評価審査の結果、「事業継続の妥当性が認められたこ

とから事業継続を了承する。ただし、今後とも事業の展開にあたっては、住民との連携や

かもめの散歩道などの人の流れに関連する事業との調整を行われたい。」とのご答申をい

ただきました。 
また、６番 的矢港海岸については、平成１９年１０月１８日に開催されました第５回

三重県公共事業評価審査委員会における再評価審査の結果、「事業継続の妥当性が認めら

れたことから事業継続を了承する。ただし、鋼管矢板工法の地下水環境に及ぼす影響を検

討すべきである。また、地震及び津波にかかる防災対策との連携を図り、海岸事業の整備

効果を高めること、陸閘については、過度の機械依存及びヒューマンエラーを回避するよ

うな運用をすることを求める」とのご答申をいただきました。 
 
３ 海岸事業の背景 
三重県の海岸は昭和２８年の１３号台風及び昭和３４年の１５号台風（伊勢湾台風）に

より甚大な被害を受けたため、昭和２８年から３８年にかけて伊勢湾等高潮対策事業等に

より築造された海岸保全施設が大部分で、老朽化等による防護機能の低下が見られ、背後

地の住民から一刻も早い施設整備が望まれているところです。このように老朽化した海岸

保全施設の補強を行うことにより、波浪や高潮等による災害を防除し、護岸背後の生命と

財産を守る事業を実施しております。 

近年、異常気象に伴う台風の大型化により各地に甚大な被害を及ぼしており、また、大

規模地震の発生が危惧されていることから、海岸事業の必要性及びその機運は一層高まっ

てきています。 
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４ 再評価対象事業の対応方針 
両海岸とも事業効果の早期発現が求められているため、今後も効率的・効果的な投資に

努めるとともにコスト縮減を図りながら、事業を継続して実施していきます。 
 
５ 事業への対応方針 
５－１ 事業の課題 
【５番 鳥羽港海岸】 再評価審査の結果、事業継続は了承されましたが、「今後とも事業

の展開にあたっては、住民との連携やかもめの散歩道などの人の流れに関連する事業との

調整を行われたい。」とのご意見をいただいております。 
【６番 的矢港海岸】 再評価審査の結果、事業継続は了承されましたが、「鋼管矢板工法

の地下水環境に及ぼす影響を検討すべきである。また、地震及び津波にかかる防災対策と

の連携を図り、海岸事業の整備効果を高めること、陸閘については、過度の機械依存及び

ヒューマンエラーを回避するような運用をすることを求める。」とのご意見をいただいて

おります。 
 

５－２ 課題の解決方針 
【５番 鳥羽港海岸】  かもめの散歩道の延伸や歩行者の動線確保のための歩道整備につ
いては、海岸事業として対応はできませんが、今後、地域の意見を聞きながら護岸設計を

行うとともに関係機関との調整を行ってまいります。 
【６番 的矢港海岸】  鋼管矢板工法が地下水環境に及ぼす影響については、当海岸で使

用している鋼管矢板の連結は海底地盤までとしており、地中部では連結させずに隙間を設

けているため、地下水を完全に遮断することはなく、地下水環境に及ぼす影響は少ないも

のと考えます。 
地震及び津波にかかる防災対策につきましては、関係市町と連絡調整を密にし、海岸事

業の整備効果を高めるよう、市町の地震及び津波に関するソフト面の防災対策と連携を図

っていきます。 
また、陸閘の開閉作業に関しましては、市町と操作委託契約を締結しており、日常的な

点検や訓練を兼ねた試運転等を行っておりまして、三重県としましても毎年点検を実施し、

常に正常に作動するよう維持管理を行っていきます。 
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都市公園事業について 
［県土整備部］ 

１ 再評価審査対象事業 
 都市公園事業 ７番 熊野灘臨海公園 
 
２ 委員会意見 
 当該事業は、昭和４５年度に事業着手し、平成１０年度及び平成１４年度に再評価を行

い、その後５年を経過して３回目の再評価を行った継続中の事業です。 

 平成１９年９月１４日に開催された第４回三重県公共事業評価審査委員会及び同年１１

月１５日に開催された第６回同委員会において審査を受けた結果、「事業継続の妥当性が認

められたことから事業継続を了承する。ただし、健康温泉施設の設置については、現時点

では管理運営面から過剰投資の懸念が強いと考えられるため、中止・縮小の方向で検討さ

れたい。」との答申をいただきました。 

 

３ 都市公園事業 熊野灘臨海公園の背景 
熊野灘臨海公園は、大都市圏から発生する広域的なレクリエーションニーズを充足しつ

つ、東紀州地域の活性化と連携した都市公園を整備することを目的とし、昭和４５年より

公共、民間協力方式にて事業を実施しています。計画の基本理念は、伊勢志摩と吉野熊野

国立公園の景観を併せ持つ景勝の地である当地域で、この条件を活用・保全してレクリエ

ーション都市を形成するというものです。 

 
４ 再評価対象事業の対応方針 
長期間を要しているため、社会経済情勢の大きな変化を伴い、国民のレジャーやレクリ

エーションニーズも大幅に変化してきており、これに即応した整備が望まれているなかで、

「片上池地区」、「城の浜地区」、「大白地区」の３地区を重点整備地区として位置付け、整

備の重点化・効率化を図るとともに、地元住民の代表者で構成された検討会により、計画

の具体化を図ってきたところです。 
また、再評価において確認しながら進めてきた計画であり、住民ニーズ及び社会情勢に

即した計画となっていると考えており、早期の整備効果発現に向け引き続き事業を継続し

てまいります。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 事業の課題 
城の浜地区において「健康温泉施設の設置については、現時点では管理運営面から過剰

投資の懸念が強いと考えられるため、中止・縮小の方向で検討されたい。」との答申をいた

だきました。 
 
５－２ 課題の解決方針 
現時点では、民間において掘削中の温泉については、諸条件が不明であることから、健

康温泉施設について、管理運営面を含め投資予定額が大幅な変更を余儀なくされる可能性

があることは認識しております。 
このため、健康温泉施設の設置につきましては、掘削中の温泉の諸条件が確定次第、専

門的見知から、整備及び管理運営にかかる費用や需要予測等を精査し、過剰な投資となら

ないように十分な検証をおこなった上で、中止を含め計画を縮小する方向で検討して進め

てまいります。 
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流域下水道事業の今後の対応方針について 
［県土整備部］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
下水道事業  ８番 北勢沿岸流域下水道（北部処理区） 
        ９番 中勢沿岸流域下水道（雲出川左岸処理区） 

１０番 宮川流域下水道（宮川処理区） 
 
２ 委員会意見 
８番 北勢沿岸流域下水道（北部処理区）については、平成１９年８月８日に開催され

た第２回三重県公共事業評価審査委員会における審査の結果、「事業継続を了承する。」と

答申されました。 

９番 中勢沿岸流域下水道（雲出川左岸処理区）及び１０番 宮川流域下水道（宮川処

理区）については、平成１９年１２月２１日に開催された第７回三重県公共事業評価審査

委員会における審査の結果、「事業継続を了承する。」と答申されました。 

ただし、９番、１０番については、「本日説明のあった現事業計画の見直しスケジュール、

見直しの方針が確実に履行されることを条件に事業継続を了承する。ただし、市町が策定

する事業計画を流域別下水道整備総合計画及び事業計画に速やかにかつ適切に反映された

い。」とご意見をいただきました。 

 
３ 下水道事業の背景 
下水道は、豊かな自然と快適な環境を守るために欠かすことのできない社会資本であり、

伊勢湾など公共用水域の水質保全や生活環境の改善などの役割を担っています。 

下水道には、市町が単独で処理場を整備する単独公共下水道と、２以上の市町の区域に

わたり県が一体的に処理場と幹線管渠を整備する流域下水道があります。 

８番 北勢沿岸流域下水道（北部処理区）は、対象区域である四日市市、桑名市、いな

べ市、東員町、菰野町、朝日町、川越町の汚水を、９番 中勢沿岸流域下水道（雲出川左

岸処理区）は、対象区域である津市（旧津市、旧久居町、旧香良洲町）の汚水を、また、

１０番 宮川流域下水道（宮川処理区）については、対象区域である伊勢市、玉城町、明

和町の汚水を、一体的に処理する流域下水道事業にて整備を進めています。 
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４ 再評価対象事業の対応方針 
 「継続」  

公共用水域の水質保全や生活環境の改善を図るため、関連市町と連携を図り、当該流域

下水道事業を継続します。 

 
５ 事業への対応方針 
５－１ 事業の課題 
９番、１０番については、いただいた意見を踏まえ、「事業計画の見直しスケジュール、

見直しの方針を確実に履行すること」、また「市町が策定する事業計画を流域別下水道整備

総合計画及び事業計画に速やかにかつ適切に反映すること」を課題として整理しました。 

 
５－２ 課題の解決方針  
近年の社会情勢の変化の要因である人口減少を、現在見直し中の流域別下水道整備総合

計画に適切に反映させ、見直した計画諸元に基づく事業計画を早急に策定します。また、

市町の事業計画についても、市町との連携のもと速やかに県の事業計画に反映させます。 

なお、事業計画については、平成２２年度までに再評価を実施することとし、この間の

事業は、段階的な施工を行うことにより、過大な投資を行わないこととします。 
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公共事業再評価（市町等事業） 
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２ 平成１９年度公共事業再評価結果（市町等事業） 

 

（１）再評価事業箇所数  １２箇所      
（２）継続事業箇所数          １２箇所 
（３）中止事業箇所数           ０箇所 
（４）平成１９年度三重県公共事業再評価審査対象事業一覧表（表－２） 
番

号 
事業名 箇所名 市町名 

採択

年度 

再評価

理 由 
答申 

対応

方針 

101 
広域漁港整備 

事業 
菅島漁港 鳥羽市 H6 ③ 継続※ 継続 

102 下水道事業 
津市関連公共下水道 

（雲出川左岸処理区）汚水 
津市 S56 ③ 継続※ 継続 

103 下水道事業 
四日市市関連公共下水道 

（北部処理区）汚水 
四日市市 S52 ③ 継続 継続 

104 下水道事業 
桑名市関連公共下水道 

（北部処理区）汚水 
桑名市 S51 ② 継続 継続 

105 下水道事業 
桑名市関連公共下水道 

（北部処理区）雨水 
桑名市 H9 ② 継続 継続 

106 下水道事業 いなべ市関連公共下水道 

（北部処理区）汚水 
いなべ市 H4 ③ 継続 継続 

107 下水道事業 東員町関連公共下水道 

（北部処理区）汚水 
東員町 H1 ③ 継続 継続 

108 下水道事業 菰野町関連公共下水道 

（北部処理区）汚水 
菰野町 H4 ③ 継続 継続 

109 下水道事業 伊勢市関連公共下水道 

（宮川処理区）汚水 
伊勢市 H9 ② 継続※ 継続 

110 下水道事業 玉城町関連公共下水道 

（宮川処理区）汚水 
玉城町 H4 ③ 継続※ 継続 

111 下水道事業 
名張市単独公共下水道 

（中央処理区）汚水 
名張市 H10 ② 継続 継続 

112 海岸事業 四日市港海岸 
四日市港 

管理組合 
H1 ② 継続※ 継続 

※付帯意見あり（５箇所） 

再評価理由： ①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業 

  ②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業 

  ③再評価実施後一定期間が経過している事業 

  ④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業 
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１） 鳥羽市の取り組み（再評価） 
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広域漁港整備事業の継続について 
［鳥羽市］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
 広域漁港整備事業 １０１番 菅島漁港 

        

２ 委員会意見 
平成１９年８月２４日開催 第３回三重県公共事業評価審査委員会 

１０１番については、事業が相当程度進捗し事業効果の発現を促す必要があることから

事業継続を承認する。ただし、事業効果の発現のため、漁業及び観光振興に資する施策の

確実な実施を求めるものである。 

 

３ 広域漁港整備事業の背景 
離島である菅島は、民家が谷沿いに密集して建ち並んでいる極めて平坦地の少ない漁村

であります。現有施設では、係留施設、漁港用地が不足していることから出漁及び漁船の

停泊並びに漁具の保管・修理に支障をきたしているため施設の整備が望まれていました。

しかし本地区は、集落付近に整備できる海岸部分が少ないことから、漁港前面の防波堤を

利用して、人工的な地域を展開し問題を解決することを目的とします。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

係留施設・漁港用地の不足を解消し、安全性かつ利便性の向上を図るため整備する必要が

あることから、当事業の継続を実施していきます。 

 

５ 事業への対応方針 

５－１ 事業の課題 

現在、事業としては９１％の完了となっているが、既設防波堤を利用して造成された用

地、岸壁、また海水浴場、バリアフリーを考慮した多目的トイレが、交通手段が船舶しか

ないためほとんど利用されていません。 

また安定した陸揚量、後継者の確保、また新たな観光客の誘致は重要な課題であります。 
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５－２ 課題の解決方針 
平成２０年度に橋梁を完成させることにより、車両、徒歩により上記の施設が利用でき

るようにして施設の有効利用を図ります。 

今後は地元関係者から意見聴取を行い利用形態の変化への対応し、また社会情勢の変化

等を踏まえた総合的な計画のもとに、安全安心な環境を創出するとともに、水産資源の増

殖から、漁獲、陸揚げ、流通水産物供給システムの基盤としての効果的な整備を進めてま

いります。 
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２） 津市の取り組み（再評価） 
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下水道事業（雲出川左岸処理区 汚水）の対応方針について 
［津市］ 

１ 再評価審査対象事業 
下水道事業 １０２番 中勢沿岸流域下水道（雲出川左岸処理区）流域関連公共下水道 

津市（汚水） 
 
２ 委員会意見 
平成１９年１２月２１日に開催されました第７回三重県公共事業評価審査委員会におけ

る再評価審査の結果、「現事業計画の見直しのスケジュール、見直しの方針が確実に履行

されることを条件に、事業継続を了承する。ただし、市町が策定する事業計画を流域別下

水道整備総合計画及び事業計画に速やかかつ適切に反映されたい。」とのご意見をいただ

きました。 
 
３ 下水道事業（雲出川左岸処理区 汚水）の背景 
下水道は、豊かな自然と快適な環境を守るために欠かすことのできない社会資本で、公

共用水域の水質保全や生活環境の改善を担う事業です。 

今回の審査対象である雲出川左岸処理区は、昭和５６年度に事業認可を受け、現在２，

２４５．５ｈａの区域を事業化しております。 

 
４ 再評価対象事業の対応方針 
「継続」 
社会経済情勢等の変化に適切な対応をしつつ、公共用水域の水質保全や生活環境の改善

等を目的に事業継続していく所存であります。 
 
５ 事業への対応方針 
５－１ 事業の課題 
再評価審査の結果、事業継続は了承されましたが、「事業計画の見直しスケジュール、

見直しの方針を確実に履行すること」、また「市町が策定する事業計画を流域別下水道整

備総合計画及び事業計画に速やかにかつ適切に反映すること」と意見をいただいておりま

す。今回はそのご意見を課題として整理しました。 
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５－２ 課題の解決方針 

全体計画の上位計画であります、「中南勢水域流域別下水道整備総合計画」が現在、三

重県にて見直し策定中であります。当市と致しましても、流総計画の諸元等が確定後、計

画人口、計画汚水量の減少を中心に、また、効率的な下水道計画となるように、全体計画

の見直しを行います。 
今後につきましても、その時々の社会情勢の変化、市民ニーズに注意を払いながら、市

財政状況を考慮して、下水道事業の目的である公共用水域の水質保全や生活環境の改善を、

早期に達成することを目標によりよい下水道計画となるよう努めてまいる所存でございま

す。 



 28 



 29 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３） 四日市市の取り組み（再評価） 
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流域関連公共下水道 四日市市（汚水）の継続について 
［四日市市］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
下水道事業 １０３番 北勢沿岸流域下水道（北部処理区）流域関連公共下水道 

四日市市（汚水） 
 
２ 委員会意見 
平成１９年８月８日に開催された平成１９年度第２回三重県公共事業評価審査委員会に

おける再評価の結果、事業継続を了承されました。 

 
３ 北勢沿岸流域下水道（北部処理区）流域関連公共下水道事業（汚水）の背景 
本事業は、三重県が実施する北勢沿岸流域下水道（北部処理区）の関連公共下水道（汚

水事業）として、四日市市の北部地域における生活環境の改善や公共用水域の水質保全な

ど、生活に密着した公共事業として整備促進を図り、普及拡大が着実に進んでいます。 

  
４ 再評価対象事業の対応方針 
本事業は、上位計画である「四日市・鈴鹿水域流域別下水道整備総合計画」と整合を図

り、昭和５２年度に事業着手し、全体計画面積３,０７２ｈａに対し平成１８年度末の整

備面積は１,４６１ｈａ、整備率は４７．６％となっています。 

事業進捗の支障となるような変化は無く、事業は順調に進行しており、また、事業に対

する住民の理解や協力も得られているとともにニーズも高まっていることから、本事業を

継続して実施していく所存です。 

 

５ 事業への対応方針 

５－１ 事業の課題 

本事業は、三重県公共事業評価審査委員会で事業継続の了承を得ましたが、今後、下水

道事業を推進する上では、事業費の縮減を図ることが課題となっています。 
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５－２ 課題の解決方針 

アクションプログラムの活用により事業効率に配慮し、コスト縮減を積極的に実施する

ことにより、本事業を効率的・効果的に推進してまいります。 
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４） 桑名市の取り組み（再評価） 
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流域関連公共下水道 桑名市（汚水）の継続について 
［桑名市］ 

 
１ 再評価審査対象事業 

下水道事業 １０４番 北勢沿岸流域下水道（北部処理区）流域関連公共下水道 

桑名市（汚水） 

 

２ 委員会意見 

平成１９年８月８日に開催された平成１９年度第２回三重県公共事業評価審査委員会に 

おける再評価の結果、事業継続を了承されました。 

 
３ 北勢沿岸流域下水道（北部処理区）流域関連公共下水道事業（汚水）の背景 

本事業は、三重県が実施する北勢沿岸流域下水道（北部処理区）の関連公共下水道（汚

水事業）として、北勢地方北部沿岸流域の生活環境の改善や公共用水域の水質保全を図る

ために生活に密着した公共事業として下水道整備促進を行うことを目的とし、普及拡大を

着実に進めています。 

 
４ 再評価対象事業の対応方針 

本事業は、上位計画である「四日市・鈴鹿水域流域別下水道整備総合計画」と整合を図

り、昭和５１年度に事業着手し、全体計画区域面積３,２０３．８ha に対し平成１８年度

末の整備面積は１,５６０．９ha、整備率は４８．７％となっています。 

事業進捗の支障となるような変化は無く、事業は順調に進行しており、また、事業に対

する住民の理解や協力も得られているとともにニーズも高まっていることから、本事業を

継続していく所存です。 

 
５ 事業への対応方針 

５－１ 事業の課題 

本事業は、三重県公共事業評価審査委員会で事業継続の了承を得ましたが、近年の厳し

い財政状況から建設費及び維持管理費の効率的な事業執行を図ることが課題となっていま

す。 
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５－２ 課題の解決方針 

アクションプログラムを基準とし、事業効果の高い区域を優先し施設整備を図るととも

に、コスト縮減を積極的に実施することにより、本事業を効率的・効果的に推進してまい

ります。 
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流域関連公共下水道 桑名市（雨水）の継続について 

［桑名市］ 

 

１ 再評価審査対象事業 

下水道事業 １０５番 北勢沿岸流域下水道（北部処理区）流域関連公共下水道 

桑名市（雨水） 

 

２ 委員会意見 

平成１９年８月２４日に開催された平成１９年度第３回三重県公共事業評価審査委員会

における審査の結果、事業継続を了承されました。 

 

３ 北勢沿岸流域下水道（北部処理区）流域関連公共下水道事業（雨水）の背景 

本事業は、三重県が実施する北勢沿岸流域下水道（北部処理区）の関連公共下水道（雨

水事業）として、桑名市のほぼ中心部に位置する西桑名排水区を対象として浸水の防除を

図り、市民の生命・財産、安全・安心な暮らしを守るため、その基盤となる甚内ポンプ場

整備及び西桑名排水路整備を着実に行っているものです。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

本事業は、平成９年度に事業着手し、排水区域面積１１１．１３ｈａ、甚内ポンプ場ポ

ンプ４台、排水能力１０．３３５㎥／秒、幹線管渠延長２,１４０ｍの整備計画に対し平

成１８年度末までにポンプ場築造に係る土木工事及び建築工事を完了し、現在機械・電気

工事を進めています。平成１９年度末までに排水能力の半分（約５㎥／秒）を有するポン

プ場施設を完成し、供用することとなっています。 

本地域は雨水が溜まりやすいという地形的特性から、浸水被害を幾度も経験し、集中豪

雨やゲリラ豪雨に対する市民の警戒意識は強く、下水道の役割である浸水の防除への期待

は非常に高く、本事業に対する地元の理解は得られております。したがいまして、事業促

進に支障となるような社会的変化はないものと考えております。 

また、事業は順調に進行しており、本事業を継続して実施していく所存です。 
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５ 事業への対応方針 

５－１ 事業の課題 

本事業は、三重県公共事業評価審査委員会で事業継続の了承を得ました。近年において

も浸水被害を経験し、早期の改修が望まれています。しかしながら厳しい財政状況の中、

多大な費用がかかることが課題となっています。 

 

５－２ 課題の解決方針 

本事業は、常に全体計画及び全体事業費を的確に把握するとともに、今後の施工実施に

おいてコスト縮減に配慮し、最新技術の動向の把握や知見の収集に努め、事業の早期完成

を目指すこととします。 
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５） いなべ市の取り組み（再評価） 
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いなべ市の公共下水道事業の継続について 

[いなべ市] 

 

１ 再評価審査対象事業 

下水道事業 １０６番 北勢沿岸流域下水道（北部処理区）流域関連公共下水道 

いなべ市（汚水） 

 

２ 委員会意見 

平成１９年８月８日に開催されました平成１９年度第２回三重県公共事業評価審査委員

会における再評価審査の結果「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承す

る。」との答申を受けました。 

 

３ 下水道事業の背景 

いなべ市下水道事業は、北勢沿岸流域下水道（北部処理区）に属し、流域関連公共下水

道として市街化区域及び将来市街化が予想される区域の公共用水域の水質保全と周辺環境

改善及び居住環境改善を目的に下水道整備を行うものであります。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

本市では、下水道事業を平成２年度に事業着手し、全体計画面積２，１６５．１haに対

し平成１８年度末の整備面積は２，１０５．４ｈａ、整備率は９７．２％となっています。 

事業進捗の支障となるような変化は無く、事業は順調に進行しており、未整備地区も僅

かとなりました。今後は残りの地区の整備を進め平成２２年度の完成をめざしていく所存

です。 

 

５ 事業への対応方針 

５－１ 事業の課題 

事業実施にあたり当事業の役割及び効果、また、市財政状況を充分勘案し、下水道区域

の早期完了を図れるよう事業を進める必要があります。 
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５－２ 課題の解決方針 

当事業は、いなべ市マスタープランにも揚げられており、下水道事業は重要事業と位置

づけられております。今後とも、コスト縮減を目的とした工法等を取り入れると共に、再

生材等の活用、入札制度の見直し、事業費の削減などを行い事業の早期完了に向けて努め

ていきます。 
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６） 東員町の取り組み（再評価） 
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東員町の公共下水道事業の継続について 

[東員町] 

 

１ 再評価審査対象事業 

下水道事業 １０７番 北勢沿岸流域下水道（北部処理区）流域関連公共下水道 

            東員町（汚水） 

 

２ 委員会意見 

平成１９年８月８日に開催されました平成１９年度第２回三重県公共事業評価審査委員

会における再評価審査の結果、「事業継続を了承する」との答申を受けました。 

 

３ 下水道事業の背景 

本事業は、三重県が実施する北勢沿岸流域下水道（北部処理区）の関連公共下水道（汚

水事業）として、生活環境の改善や公共水域の水質保全など、生活に密着した公共事業と

して整備促進を行うものです。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

本事業は、公共用水域の水質保全改善と生活環境の改善のため、平成元年度より工事を

実施しており、平成１８年度末整備面積は８５０．３ｈａ、整備率は８７．６％となって

います。 

事業進捗の支障となるような変化は無く、事業は順調に進行しており、また、事業に対

する住民の理解や協力も得られているとともに二－ズも高まっていることから、本事業を

継続して実施していく所存です。 

 

５ 事業への対応方針 

５－１ 事業の課題 

再評価審査の結果、事業継続は了承されましたが、町財政状況及び自然環境に充分配慮

し、下水道事業の目的である公共水域の水質保全や生活環境の改善を、早期に達成する必

要があります。 
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５－２ 課題の解決方針 

コスト縮減を目的とした工法を積極的に取り入れると共に、リサイクル材等の有効活用

を行っていきます。 

また、整備地区につきましても、整備効果をふまえつつ、段階的な整備を行っていきま

す。 
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７） 菰野町の取り組み（再評価） 
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菰野町の公共下水道事業の今後の対応方針について 

［菰野町］ 

 

１ 再評価審査対象事業 

下水道事業 １０８番 北勢沿岸流域下水道（北部処理区）流域関連公共下水道 

菰野町（汚水） 

 

２ 委員会意見 

１０８番 北勢沿岸流域下水道（北部処理区）流域関連公共下水道 菰野町（汚水）に

ついては、平成１９年８月８日に開催された第２回三重県公共事業評価審査委員会におけ

る審査の結果、「事業継続を了承する。」と答申されました。 

 

３ 下水道事業の背景 

下水道は、豊かな自然と快適な環境を守るために欠かすことのできない社会資本であり、

菰野町の下水道事業は、河川等公共用水域の水質保全と周辺環境並びに居住環境の改善に

資することを目的に三重県と北勢地域３市４町によって構成される北勢沿岸流域下水道

（北部処理区）に属し、流域関連公共下水道として市街化区域及び周辺集落の整備を行う

ものです。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

「継続」  

本町は、河川等公共用水域の水質保全と周辺環境並びに居住環境の改善を図るため、平

成６年度から下水道事業に着手しており、事業着手以来１３年が経過して５４６．３ｈａ

を整備し、整備率は３５．３％となっています。現在も住民ニーズが高いことから整備目

標である１，５４７ｈａの早期整備に向け、当該下水道事業を継続します。 

 

５ 事業への対応方針 

５－１ 事業の課題 

本町としては、再評価書にも記述いたしましたが、「事業を巡る社会経済状況等の変

化」を課題として整理しました。 
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５－２ 課題の解決方針 

近年の厳しい財政状況から、建設費及び維持管理費の更なるコスト縮減、効率的な事業

執行に努め、過大な投資を行わないこととします。 
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８） 伊勢市の取り組み（再評価） 
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流域関連公共下水道 伊勢市（汚水）の事業継続について 

［伊勢市］ 

 

１ 再評価審査対象事業 

下水道事業 １０９番 宮川流域下水道（宮川処理区）流域関連公共下水道 

伊勢市 (汚水) 

 

２ 委員会意見 

平成１９年１２月２１日に開催された平成１９年度第７回三重県公共事業評価審査委員

会における再評価の結果、「事業継続を了承する。」と答申されました。 

ただし、「本日説明のあった現事業計画の見直しスケジュール、見直しの方針が確実に

履行されることを条件に事業継続を了承する。ただし、市町が策定する事業計画を流域別

下水道整備総合計画及び事業計画に速やかにかつ適切に反映されたい。」とご意見をいた

だきました。 

 

３ 下水道事業の背景 

 伊勢市の下水道事業は、宮川流域下水道(宮川処理区)に属した流域関連公共下水道とし

て、公共用水域の水質保全と生活環境の改善を目的に、市街地を中心とした区域の整備を

行っています。 

 現在、伊勢湾等公共用水域の水質環境基準を達成するよう県が策定した流域別下水道総

合計画（下水道法第２条の２）に基づき、下水道法の事業認可を受けて事業を進めていま

す。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

 本市は、公共用水域の水質改善と生活環境の改善のため、平成１１年度より事業を実施

しており、普及推進に向け、コスト縮減に努めつつ鋭意努力をしているところです。 

 当下水道は、平成１８年度末で９１３．５ｈａの整備を完了し、事業進捗率は２２．

６％となっています。 

 また、市民のニーズも高いことから流域下水道の進捗に合わせ、費用対効果の高い区域

を中心に事業を継続して実施していくこととします。 
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５ 事業への対応方針 

５－１ 事業の課題 

 三重県公共事業評価審査委員会での意見を踏まえ、県と整合を図り、事業計画の見直し

スケジュール、見直しの方針を確実に履行し、市の全体計画を流域別下水道整備総合計画

及び、県の事業計画に速やかかつ適切に反映することが課題となっています。 

 

５－２ 課題の解決方針 

 県と調整して、見直した人口を流域別下水道整備総合計画に反映させ、見直した計画諸

元を基に事業を進めます。 

なお、事業計画については、三重県とともに再評価を実施することとし、この間の事業

については過大投資とならないように事業を進めます。 
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９） 玉城町の取り組み（再評価） 
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宮川流域下水道（宮川処理区）流域関連公共下水道玉城町（汚水）の継続について 

［玉城町］ 

 

１ 再評価審査対象事業 

下水道事業 １０９番 宮川流域下水道（宮川処理区）流域関連公共下水道 

玉城町（汚水） 

 

２ 委員会意見 

平成１９年１２月２１日に開催された平成１９年度第７回三重県公共事業評価審査委員

会における再評価の結果、現事業計画の見直しのスケジュール、見直しの方針が確実に履

行されることを条件に、事業継続を了承する旨、答申を受けました。 

 

３ 下水道事業の背景 

本事業は、三重県が実施する宮川流域下水道（宮川処理区）の関連公共下水道として、

玉城町内の公共水域の水質保全と住環境の改善を目的に整備を行うものです。 

また、下水道法第２条の２に規定により、伊勢湾等公共用水域の水質環境基準を達成す

るよう県が策定した流域別下水道総合計画に基づき下水道の事業認可を受けて事業を推進

しています。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

本町の下水道計画は、全体計画面積４６２ｈａのうち玉城町公共下水道（フレックスプ

ラン）で１７８ｈａ、流域関連玉城町公共下水道で２８４ｈａを整備するものです。 

流域関連公共事業は、平成１７年７月に１４６．６ｈａの事業認可を取得し、平成２２

年度末の宮川幹線の玉城町到達にあわせ整備を進めるとともに順次認可規模を拡大し、平

成２７年度末に整備完了を目指します。 

現在、事業進捗の支障となるような変化は無く事業は順調に進行しています。 

また、事業に対する町民の理解や協力も得られているとともにニーズも高まっているこ

とから、本事業を継続していく所存です。 
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５ 事業への対応方針 

５－１ 事業の課題 

本事業は、三重県公共事業評価審査委員会の意見として、現事業計画の見直しのスケジ

ュール、見直しの方針が確実に履行されることを条件に、事業継続の了承を得ましたので、

その意見を尊重して事業推進いたします。しかし、下水道事業は多額な費用を要すること

から建設費のコスト縮減、効率的な事業執行が課題となります。 

 

５－２ 課題の解決方針 

工事の実施にあたっては、コスト縮減の取組みを行っていますが、今後はさらに「三重

県公共工事縮減に関する第３次行動計画」に基づきコスト縮減に努め、事業の早期完成を

目指します。 
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10） 名張市の取り組み（再評価） 
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下水道事業(中央処理区 汚水)の対応方針について 

                                 ［名張市］ 

 

１ 再評価審査対象事業 

下水道事業 １１１番 名張市単独公共下水道（中央処理区）汚水 

 

２ 委員会意見 

平成１９年９月１４日に開催されました第４回三重県公共事業評価審査委員会における

再評価審査の結果、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する。」との

ご意見をいただきました。 

 

３ 下水道事業の背景 

下水道は、豊かな自然と快適な環境を守るために欠かすことのできない社会資本で、公

共水域の水質保全や生活環境の改善を担う事業です。陽光、空気、水などの自然環境に恵

まれた名張市において、下水道の整備と維持は、居住型都市空間を存続していくために必

要不可欠な事業です。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

「継続」 

少子高齢化等の社会経済情勢等の変化に適切な対応をしつつ、持続的な都市基盤整備を

進めていく中で、公共用水域の水質保全や公共下水道未整備市街地域の生活環境の改善、

開発住宅団地の汚水施設の老朽化への対応を目的に事業継続していく所存であります。 

 

５ 事業への対応方針 

５－１ 事業の課題 

平成１０年に事業着手し、平成１８年３月３１日に供用開始しましたが、３系列(汚水

処理能力２６，３００㎥／日、計画処理人口４８，０５０人)までの土木・建築設備と１

系列(７，５００㎥／日)までの水処理機械・電気設備、管渠整備費のイニシャルコストが

投じられており、これらの費用は、当市においても多額の財政負担となっています。 
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５－２ 課題の解決方針 

 下水道施設の稼働率を早期に高め、使用料収入を安定させることが、課題の大きな解決

策と考えています。このために、初年度２０％程度であった旧町等の既成市街地の普及率

を向上していきます。そして、下水道で整備するとした都市計画決定区域内において、開

発から約４０年経過している桔梗が丘住宅団地、富貴ヶ丘住宅団地等の１０箇所の住宅団

地の汚水施設(管渠)は、平成２７年度までに計画的に整備して、公共下水道へ接続してい

きます。 

一方で、中央処理区に統合した旧北部処理区域の１０箇所の住宅団地の汚水施設(管渠)

は、後年度の平成２８年度から、公共下水道に接続して整備していく計画としています。 

これらの住宅団地の汚水処理施設(大型合併浄化槽)の経過年数は、公共下水道に接続す

る頃には、４０～５０年を経過し耐用年数を超えていくため、施設の機能に支障が出てく

る恐れもあることから、関係住宅住民への説明とご理解を得ながら、汚水処理施設を管理

する住宅団地開発業者または自治組合とも連携協議していき、公共下水道接続までの間に

おいて、これら下水道施設の適切な維持管理運営が行われていくよう対応していきます。 
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11） 四日市港管理組合の取り組み（再評価） 
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海岸事業の対応方針について 
［四日市港管理組合］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
 海岸事業 １１２番 四日市港海岸 
 
２ 委員会意見 
１１２番 四日市港海岸については、平成１９年７月１３日に開催されました第１回公

共事業評価審査委員会における審査の結果、「事業継続の妥当性が認められたことから事

業継続を了承する。」との答申をいただきました。 
ただし、「県民に対する責任を果たすため、分かりやすい説明に努められたい。」とのご

意見をいただきました。 
 
３ 海岸事業の背景 
四日市港における海岸保全施設の多くは、昭和３４年の伊勢湾台風による災害後に築造

され、築後５０年近くが経過しており、老朽化等による機能低下が見られます。 
このことから、三重県と合同で海岸整備アクションプログラムを策定し、効率的・効果

的な海岸整備に努めており、近い将来発生が予想される大規模地震に対し、護岸補強する

など耐震性を確保するための事業を実施しています。 
 
４ 再評価対象事業の対応方針 
「継続」 

事業効果の早期発揮が求められているため、今後も効率的・効果的な投資に努めるとと

もにコスト縮減を図りながら、事業を継続して実施していきます。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 事業の課題 
「県民に対する責任を果たすため、分かりやすい説明に努められたい。」とのご意見を

いただきました。今回の説明では、全体計画と評価対象となる箇所の説明が混同しわかり

にくく、また、耐震対策と液状化対策との関係についても理解を得られにくいものであり

ました。このことから、今後の再評価の説明における課題を、「県民に対する責任を果た

すためのわかりやすい説明」であると考えました。 

   
５－２ 課題の解決方針 
今後は、全体計画と評価対象となる箇所について、わかりやすく説明するとともに、耐

震対策については、対策工法や効果について専門的な言葉を多用しない説明を心がけ、県

民にもわかりやすい説明に努めてまいります。 
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公共事業事後評価（県事業） 
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３ 平成１９年度公共事業事後評価結果（県事業） 

 

 公共事業の事後評価にあたっては、客観的に評価を行う観点から三重県公共事業評価審査

委員会条例に基づく三重県公共事業評価審査委員会の調査審議を経たうえで、事後評価結果

を今後実施する事業の計画、又は、実施中の事業に反映させる内容について、委員会のご意

見を最大限尊重しながら県の事業方針を表－３のとおり決定しました。 
（１）平成１９年度三重県公共事業事後評価審査対象事業一覧表（表－３） 
番

号 
事業名 箇所名 市町名 

採択

年度 

完了

年度 
答申 事業方針 

501 水源森林総合整備事業 又口地区 尾鷲市 H5 H13 了承※ 

502 ほ場整備事業 櫛田地区 松阪市 H5 H13 了承※ 

503 かんがい排水事業 中勢地区 津市 S47 H13 了承※ 

504 
農林漁業用揮発油税 

財源身替農道整備事業 
西山地区 熊野市 S60 H13 了承※ 

505 
中山間地域総合整備 

事業 
青山南部地区 伊賀市 H9 H13 了承※ 

506 漁港修築事業 和具漁港 志摩市 H6 H13 了承※ 

各部の取り

組みのとおり 

507 河川事業 
一級河川 矢谷川 

統合河川整備事業 
伊賀市 H5 H14 了承※  

508 公営住宅整備事業 カーサ上野 伊賀市 H6 H14 了承  

※付帯意見あり（７箇所） 

 事後評価理由： 事業完了後おおむね５年が経過した事業 

   

（２）事後評価結果を踏まえた今後の取り組み 
 本県は、県民の公共事業に対する多様な価値観や近年の急激な社会経済情勢の変化等に対

して、新たな時代のニーズを捉えつつ公共事業を計画し、実施して行くことが重要と考え、

平成１５年度から公共事業事後評価を実施し、その結果から得られた課題への対応策を検討

するとともに、それを今後実施する事業等へ反映させていくこととしています。 
 本年度は、表－３の８事業について公共事業事後評価を実施し、三重県公共事業評価審査

委員会にご審査をいただきました。その結果、「了承」とのご答申とあわせて貴重なご意見

をいただきました。 
 本県は、このご意見を踏まえて課題を検討し、それに対する具体的な取り組みとして次頁
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以降に整理しました。 
 今後は、この取り組みを進めるとともに、更に的確な事後評価に努め、今後実施する公共

事業の計画等に反映させつつ、本県の公共事業が一層効率的効果的となるよう取り組んでい

きます。 
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１） 各部共通の取り組み（事後評価） 
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事後評価について 
［各部共通］ 

 
１ 経緯 
平成１９年１２月２１日に開催されました第７回三重県公共事業評価審査委員会におい

て、「事後評価を行うに当たっては、肯定的な結果の追認にとどまらず、否定的な側面に

ついての考察により課題点を洗い出し、類似事業に反映できるようにされたい。」とのご

意見をいただきました。 
 
２ 事後評価の現状 

三重県では、平成１５年度から事後評価を導入し、今年度までに２４箇所の事後評価審

査を行っています。 

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 

３箇所 ２箇所 ７箇所 ４箇所 ８箇所 

 

三重県公共事業事後評価実施要綱（以下、「要綱」という。）においては、事後評価の目

的を、「事業完了後の効果及び周辺環境への影響等を確認することにより、必要に応じて

適切な措置を講じ、事後評価結果を今後実施する事業の計画又は、実施中の事業に反映す

ること」と規定し、この確認作業を「事後評価の視点」として、①事業の効果、②事業の

環境面への配慮及び事業による環境の変化、③事業を巡る社会経済情勢等の変化、④県民

の意見、⑤今後の課題等、の５つの点から行っています。 

また、同要綱では、これら５つの視点それぞれについても、評価を行う項目ならびに評

価を行う内容を事業毎に別途定めており、事後評価を行う各事業担当室においては、これ

らに基づき、客観的な評価に取り組んできたところです。 

 
３ 今後の取り組み 
今後の事後評価におきましては、これまでと同様、同要綱に基づき客観的な評価を行い、

評価結果を類似事業へ反映していくとともに、ご指摘の点を踏まえ、各事業担当室に対し

てより広範な側面からの評価となるよう調整していきたいと考えます。 
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２） 環境森林部の取り組み（事後評価） 
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水源森林総合整備事業における事業効果等について 
［環境森林部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
 水源森林総合整備事業 ５０１番 又口地区 
        
２ 委員会意見 
平成１９年１２月２１日に開催された第７回三重県公共事業評価審査委員会における審

査の結果、「事業の直接的効果に関する評価の妥当性を認める。」との答申とあわせて、

「山地保全便益の説明を受けたが、具体的な事業効果については十分に検証がなされてい

ない。例えば、被災の可能性がある事業区域内で土砂流出箇所の存在を検証することによ

って事業の効果及び施工箇所の妥当性を確認することが望ましい。」とのご意見をいただ

きました。 
 
３ 水源森林総合整備事業の背景 
三重県の南部、尾鷲市の又口川中流部に設置されているクチスボダム貯水池の水源森林

内の荒廃渓流や山崩れ地、荒廃森林において、崩壊土砂の流出を軽減するための渓間工４

４基、山腹工０．５０ｈａを、また、林床植生のある森林づくりのための森林整備３４９．

５ｈａを実施しました。 
 
４ 事業への対応方針 
４－１ 事業の課題 
事業の効果及び施工箇所の妥当性を確認し、事業を推進する必要があります。 

 
４－２ 課題の解決方針 
崩壊土砂流出の恐れがある荒廃渓流を的確に把握し、荒廃渓流を踏査することにより治山

施設の施工箇所の妥当性を現地において検証します。また、被災の可能性がある保全対象を

的確に把握し、事業効果がより発現するよう、設置する施設の規模、構造等の妥当性を毎年

度の事業計画作成時に確認します。
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３） 農水商工部の取り組み（事後評価） 
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ほ場整備事業について 
［農水商工部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
ほ場整備事業 ５０２番 櫛田地区 

 
２ 委員会意見 
平成１９年１１月１５日に開催されました第６回三重県公共事業評価審査委員会におけ

る審査の結果、「課題に対する対応方針を含めた事後評価の妥当性を認める。今後、持続

的な担い手確保及びさらなる作物生産効果をあげられることに努められたい。」との答申

をいただきました。 
 
３ ほ場整備事業の背景 
ほ場整備事業は、農業の機械化や営農技術の発展などに対応して、農地の区画を大きく

整えたり、農道や用水路・排水路などを整備することによって、農業の生産性の向上を図

るとともに、農業経営の合理化や農業の担い手の育成を図ることを目的としています。 
櫛田地区は、農地の区画が１筆あたり約６アールと狭小で不整形であり、農道の幅員は

約１．８ｍと狭く、水路は用水路と排水路が兼用の土水路などの状況から、効率の悪い農

業を行っていました。このため、担い手への農地の利用集積の促進や、営農の省力化を図

るため、大区画のほ場、農道、用排水路の整備に対する地域の要請がありました。 
また、農産物の安心・安全で安定的な供給や農業の構造改革のためにも、担い手への農

地の集積や農作業の効率化のための整備を行う必要があります。 
 
４ 事業への対応方針 
４－１ 事業の課題 
・ 担い手の確保と育成が必要となっています。 
・ 麦・大豆の作物生産効果をあげる必要があります。 
・ 農家の高齢化や後継者不足による農業用施設の適正な維持管理が困難になりつつあ

ります。 
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４－２ 課題の解決方針 
・ 櫛田営農組合を中心とした担い手農家などの生産組織へ農地の集積を進め、安定的

な農業経営ができるよう支援していきます。 
・ 平成８年度に設立された櫛田営農組合により、小麦・大豆の作付け場所の集団化・

団地化が計画的に行われており、今後も集団化・団地化を継続するとともに作付け

面積の拡大に取り組むことで作物生産効果の向上が図られるよう、支援していきま

す。 
・ 今後、農村地域の過疎化・高齢化はますます進み、農家数も大幅に減少することが

見込まれます。 
農地や水路など農業用施設は、適正な維持管理を行うことで施設の長寿命化を図

ることができますが、近い将来、限られた農家だけで施設を維持管理することが困

難になっていくおそれがあります。 
そのため、今後は農家だけでなく、地域の各自治会の方々も含めた活動組織によ

り、農地や農業用施設が適正に維持管理できる体制づくりのため、現在実施されて

いる「農地・水・環境保全向上対策」を積極的に支援していきます。 
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かんがい排水事業について 
［農水商工部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
かんがい排水事業 ５０３番 中勢地区 

 
２ 委員会意見 
平成１９年１２月２１日に開催されました第７回三重県公共事業評価審査委員会におけ

る審査の結果、「事業の直接的効果に関する評価の妥当性を認める。ただし、継続的に事

業効果が発現するよう営農部門との連携を深められたい。」との答申をいただきました。 
 
３ かんがい排水事業の背景 
かんがい排水事業は農業生産の基礎となる水利条件を整備し、水利用の安定と合理化を

図ることを目的としています。 

本地区は、慢性的な水不足と老朽化した施設の補修費や分散した施設の水管理の労力な

どの増大から、水源確保と施設の統廃合による省力化を望む声がありました。その声を受

け、国営中勢用水農業水利事業、県営かんがい排水事業にて、安濃ダムを水源とし、安濃

川の井堰の統合や農業用水路の整備を行いました。これらの事業の完成により、計画的で

効率的な農業用水の配分を行い、水利用の安定と合理化を図りました。 

 

４ 事業への対応方針 
４－１ 事業の課題 
事業効果を継続して発現していくためには、 
・ 次代を支える担い手や自立した経営体を確保・育成し、持続的な農業経営の推進 
・ 野菜などの農作物の導入、普及 
が課題です。 
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４－２ 課題の解決方針 
・ 元気な担い手や安定した経営体を育成するため、農業改良普及センター、市町の農

政担当課やＪＡなどの営農部門との連携を図りながら、事業を実施してまいります。 

・ 消費者のニーズをふまえた、その地域に合った作物の栽培普及を行うためにも、上

記営農部門と連携を図り、事業を実施してまいります。 
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農道整備事業について 
［農水商工部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業 ５０４番 西山地区 

 
２ 委員会意見 
平成１９年１１月１５日に開催されました第６回三重県公共事業評価審査委員会におけ

る審査の結果、「課題に対する対応方針を含めた事後評価の妥当性を認める。今後、ソフ

ト事業との連携をより密接に行い、農地および農村集落機能の維持に努められたい。」と

のご答申をいただきました。 
 
３ 農道整備事業の背景 
中山間地域の農村では、農産物や農業用資材を効率的に運ぶ道路が十分確保されていま

せん。また、通勤・通学や災害時の緊急用道路として地域住民の生活に必要な整備も遅れ

ています。 
このため、基幹農道を計画し、営農及び農産物流通の合理化を図るとともに、都市部に

比べ遅れている農村社会生活環境の改善のため農道の整備を進めます。 
  
４ 事業への対応方針 
４－１ 事業の課題 
本地域では、過疎化・高齢化が進行し、地域の活力が低下しています。また、農地の耕

作放棄地拡大を防止することが必要となっています。 
 
４－２ 課題の解決方針 
地域活力が低下していることに対し、本地域の特産である熊野地どり等をブランド化し、

地産地消や都市部へ販路拡大を目指すソフト事業（ブランド化事業）と連携を図っていき

ます。 
耕作放棄地の拡大を防ぐためには、中山間地域直接支払制度の利用を継続し、地域で農

地を守る取組を支援します。 
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本地域では、今後さらに過疎化・高齢化が進行し、農地の維持が地域農業者だけでは困

難となってきていることから、地域資源である棚田を守り有効活用を図るため、棚田オー

ナー制度の維持拡大やワーキングホリデーの導入など地域住民以外の人たちによる活力を

利用出来るような仕組みづくりを進め、ソフト事業との連携をより密接に行い、農地およ

び農村集落機能の維持に努めていきます。 
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中山間地域総合整備事業について 
［農水商工部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
中山間地域総合整備事業 ５０５番 青山南部地区 

 
２ 委員会意見 
平成１９年１１月１５日に開催されました第６回三重県公共事業評価審査委員会におけ

る審査の結果、「課題に対する対応方針を含めた事後評価の妥当性を認める。今後、ソフ

ト事業との連携をより密接に行い、農地および農村集落機能の維持に努められたい。」と

の答申をいただきました。 
 
３ 中山間地域総合整備事業の背景 
中山間地域総合整備事業は、農業の生産条件が不利な地域の立地条件に沿った整備手法

により、ほ場整備等の農業生産基盤整備を行い農業・農村の振興を図り、これにより耕作

放棄地の発生防止や住民による環境美化活動の取組など農村地域の環境保全に対しても寄

与することを目的としています。本地区においては「未整備の傾斜農地が多いことから農

地の区画整理、農道や用水路・排水路などの整備により、農業生産性の向上と農業経営の

安定化を図りたい。」という地域の要請があったことや、集落機能の維持、農地の保全に

対する必要性があったことによるものです。 
  
４ 事業への対応方針 
４－１ 事業の課題 
過疎化や高齢化により農地の維持や農業用施設の管理が困難になってきています。 
野生動物の生息域の変化や遊休農地の増加により獣害が増えてきています。 

 
４－２ 課題の解決方針 
農地を適正に維持するために、受委託耕作から集落営農へと段階的に取り組みをすすめ

ていくよう地域全体としての対応を検討し、あわせて環境美化活動など農村環境を向上さ

せるような取り組みに対し指導・助言を行います。 
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獣害対策としては、施設整備と併せ地域として一体的な取り組みを検討する必要がある

ことから、集落での話し合いを進めてもらうよう指導・助言を行います。 
本地区のような中山間地域においては集落機能が低下しつつあり、農業用施設の管理が

農家だけでは対応しきれなくなることも想定されることから、自治会、学校も含めた活動

組織等地域全体で対応ができる体制づくりをすすめます。 
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漁港修築事業について 

［農水商工部］ 

 

１ 事後評価対象事業 

漁港修築事業 ５０６番 和具漁港 

 

２ 委員会意見 

平成１９年１２月２１日に開催されました第７回三重県公共事業評価審査委員会におけ

る審査の結果、「事業の直接的効果に関する評価の妥当性を認める。ただし、今後の課題

と対応については、地域の特性を活かした事業展開の視点を加味すべきである。」との意

見をいただきました。 

 

３ 事業の背景 

和具漁港は、志摩地区の重要な水産基地であり、他港の漁船も多く利用する漁港です。

基本的な施設は整っておりますが、未だ静穏度が悪く、荒天時には港内が荒れて、特に、

台風の来襲時には漁船は避難を余儀なくされていました。このため、防波堤の新設・改修

等を行い、港内の静穏度を高め、安全で使いやすい漁港を整備することにより、漁業就労

者の労働環境を改善し、安全で新鮮な水産物を安定的に供給することを目的としています。 

 

４ 事業への対応方針 

４－１ 事業の課題 

・ 台風等の激浪時でも港内静穏度は確保されていることが確認されましたが、強風に

よる船体への影響を懸念し、大型台風時には、依然として英虞湾へ避難している状

況であるため、風対策を講じる必要があります。 

・ 漁業就労者の減少や高齢化が進行しており、新規就労者の参入を促進する必要があ

ります。 
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４－２ 課題の解決方針 

・ 大型台風時においても、避難せずに安心して係留できる安心・安全な漁港整備を進

めるため、防風柵等の設置を検討していきます。 

・ 今回の整備により、和具漁港では大型漁船の寄港や陸揚げが増加し、地域の活性化

が図られました。今後は、高齢者が安心して漁業が行える浮桟橋等の整備や、漁港

に近い海域への漁場整備の実施により、安全な漁港漁場づくりを推進していきます。 



 86 



 87 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４） 県土整備部の取り組み（事後評価） 
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河川事業の対応方針について 

［県土整備部］ 

 

１ 事後評価審査対象事業 
河川事業 ５０７番 一級河川 矢谷川 統合河川整備事業 

 
２ 委員会意見 
平成１９年１１月１５日に開催されました第６回三重県公共事業評価審査委員会におけ

る事後評価審査の結果、５０７番については「課題に対する対応方針を含めた事後評価の

妥当性を認める。」とのご答申をいただきました。 

また、あわせて「今後、都市河川においては、県民が親しめる空間づくりのため、適切

な維持管理を行い、河川を活用した環境教育などのソフト事業の推進に努められたい。」

とのご意見をいただきました。 

 
３ 事業の背景 
三重県が管理する河川の内、整備必要区間に対する河川整備率は平成１８年度末で３７．

４％と低く、県民の安全・安心という観点からも早期の河川整備が望まれております。 

このため、三重県では、おおむね５年～１０年に１度起こる降雨により発生する洪水を

安全に流下させるよう、河川堤防や護岸の整備等を行うとともに、ソフト事業を併せて実

施し被害を最小限に抑えるような取り組みも進めています。 

一方、河川は豊かな自然環境を有する場、人々の憩いの場としても重要であることから、

河川の状況に応じて、河川空間のもつ多面的な機能にも配慮した整備を実施しています。 

 
４ 事業への対応方針 
４－１ 事業の課題 
河川事業においては治水面だけでなく、環境にも配慮した川づくりを進めており、植生

の再生を図る等、多様な自然環境の保全を目的に整備をしていますが、予算が厳しい状況

の中で、施設を適切に維持管理して行くためには色々な工夫が必要となっています。 

一方、地域住民においては環境や美化意識の考え方に変化があり、ボランティア意識が

以前より高まって来ていることから、行政と住民が役割分担し維持管理を行うことが重要



 89 

となっています。 

また、河川は地域住民の生活に深くかかわっており、河川空間の持つ多面的な機能の活

用も重要なテーマとなっており、県内でも地域住民と行政が協働した取り組みが始まって

います。 

この様な現状と三重県公共事業評価審査委員会のご意見を踏まえ、適切な維持管理と河

川空間を活用する取り組みの推進が課題であると考えています。 

 
４－２ 課題の解決方針 
維持管理に地元住民、NPO 等が携わって頂ける現在の制度としては「草刈り作業の自
治会等への業務委託」「美化ボランティア活動推進事業」「フラワーオアシス事業」があり

ますが、更なる普及・啓発活動を推進し行政と住民が連携・協働した適切な管理に努めま

す。 
また、環境教育等の推進については、河川空間が環境教育や啓発の場として更に活用さ

れて行くよう、流域内の学校関係者及び市民団体等と交流、連携を図ります。 
河川整備計画の策定にあたっては、住民や市民団体等の川づくりに対する意見や考え方

をお聞きし、計画段階から住民や市民団体との連携・協働を更に進め、河川の適切な維持

管理や河川空間の活用に努めます。 
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公営住宅整備事業について 
［県土整備部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
公営住宅整備事業 ５０８番 県営住宅カーサ上野 

 
２ 委員会意見 
平成１９年１１月１５日に開催された第６回三重県公共事業評価審査委員会における審

査の結果、「県の事後評価の妥当性を認める」とのご答申をいただきました。 
 
３ 公営住宅整備事業の背景 
公営住宅整備事業は、公営住宅法に基づき、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な

家賃で住居を供給することを目的に実施しており、当事業により整備された公営住宅は、

「住まいのセーフティーネット機能（民間において住居を確保できない人達への住居提供

機能）」としての役割を果たしています。 

なお今回のカーサ上野については①当時の大阪のベッドタウンとしての発展による人口

増に伴う住宅不足の解消、②公団、県、市が協力した新都市開発に伴う住宅の先行的建設、

の２点を目的として建設を行いました。 

 

４ 事業への対応方針 
４－１ 事業の課題 
今後、少子高齢化及び情報化の進展、環境資源問題、災害の防止などに対応していく必

要性があります。 

 
４－２ 課題の解決方針 
 引き続き、公営住宅整備の既設県営住宅の改善を行っていくことにより、既存ストック

の有効活用を図り、時代の要請に応じた住宅ストックを形成してまいります。 
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

H9

-
 1

 -

2,271 67.5%

H26 － －

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。ただし、今
後林道の費用対効果の
説明において、森林整備
縮減等便益の内訳につ
いても説明及び資料の提
出を求める。

①
継
続

今後は、事業の一般的な
説明を最初に行い、その
中で費用対効果の算出
方法を説明します。便益
については、森林整備経
費縮減等便益をはじめ、
計上する便益の内訳まで
説明し、資料の提出をい
たします。この林道の開
設が、林業経営意欲の向
上につながり森林資源の
有効利用が図れること、
また適正な森林施業を通
じて森林の持つ公益的機
能の増進が期待できるこ
とから、コスト縮減と環境
への配慮に努めながら、
早期完成を目指して事業
を継続いたします。

〜

Ｈ９大台町地内から着
手
開設延長 ９，４６０ｍ
（進捗率７０．３％）

【関連町の変化】
・平成１２年に比べ、旧
大台町の人口は1.2%
減少し、65歳以上の高
齢者の占める割合が
2.6%上がりました。旧
大宮町の人口は3.8%
減少し、高齢化率は
4.0%上がりました。
・大台町は平成１８年１
月に宮川村と、また大
紀町は平成１７年１２
月に大宮町、紀勢町、
大内山村の３町村が
合併しました。
【森林・林業・社会経済
情勢の変化】
・県内の林業情勢は、
材価の安値安定により
森林所有者の林業経
営意欲が低下していま
す。また、所有者の高
齢化や不在村所有者
の増加により所有境界
が不明確になってきて
います。
・平成１７年１０月に
「三重の森林づくり条
例」が施行され、これを
受けて平成１８年３月
に、４つの柱とする「み
えの森林づくり基本計
画」を定めました。

【費用便益分析結果】
林道開設効果により、間伐等
の森林整備が計画を前倒し
して実施されたことや、長伐
期化に伴う間伐の適期をⅣ
～Ⅹ齢級からⅢ～ⅩⅡ齢級
に変更したため、森林施業が
増加し便益があがったことに
より、Ｂ／Ｃが前回（平成１４
年度）１．３７に比べ今回１．
９３に向上しています。
【コスト縮減】
従来のｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁から補強
土壁工への変更、路肩の縮
減、地形にあった線形の採
用を積極的に活用し、土工量
と法面保護工を減らすことに
よりコスト縮減を図っていま
す。
【代替案の可能性】
当路線の利用区域内の森林
整備を図る必要があることか
ら、当林道を開設する以外、
代替案はありません。

コスト縮減と環境配
慮に努めながら早
期完成を目指し事
業継続します。

③

【全体事業概要】
利用区域面積１，０２２ｈａ
幅員 ４．０ｍ
延長 １３，４６２ｍ

2,271 67.5%

【事業目的】
地域の路網形成の骨格とな
る基幹林道と位置づけ、利
用区域森林内の林道や作
業道と一体的な路網の形成
を図ることによって、森林施
業の効率化、木材搬出コス
トの削減を図り、林業活動の
活性化を図るとともに、治山
事業や森林環境創造事業
等により、森林の持つ公益
的機能が高度に発揮される
ような適正管理を促進しま
す。

森
林
整
備
事
業

1

森
林
基
幹
道
西
出
菅
合
線

大
台
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・
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町
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事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
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全体事業概要と目的

S49

-
 2

 -

9,960 41.8%

H45 628 38.6%

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。ただし、河
川事業は、安全・安心に
関わる事業であるため、
事業効果を早期発現する
ための方策を立てるよう
求めるものである。

①
継
続

事業効果の早期発現を
図るため、河川整備箇所
の選択と集中等、整備の
重点化を進めるとともに、
更なるコスト縮減に努め
ます。

また、関係市町と連携を
図り避難体制の強化を図
る等、万一の被害を最小
限に抑えるソフト対策を推
進し、ハード対策、ソフト
対策それぞれの持つ特
性を活かした総合的な河
川事業を進めます。

以上の事項をふまえ、
平成18年12月に策定しま
した中長期計画である
「三重県河川整備戦略」
に基づき効率的、効果的
に河川整備を進めていき
ます。〜

【実施事業内容】
・掘削工 V=84,185m3
・護岸工 L=13,842m
・橋梁工 6橋

【以降事業内容】
・掘削 V=769,575m3
・護岸工 L=6,042m
・橋梁工 4橋
・井堰 3基

（周辺環境の変化)
①第二名神の開通な
どにより流域及び氾濫
区域内の開発が進ん
でいます

（経済的変化）
①公共事業予算削減
により事業費の確保が
厳しくなっています

B/C＝394.65
①氾濫区域内資産の増加な
どに伴い費用対効果が増加
しています
②河床掘削等による発生土
を近隣の他事業に流用する
等してコスト縮減に努めます
③代替案は現実的側面から
ありません

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

③

【全体事業概要】
全体事業費 105.88億円
計画延長 L=9,918m
・掘削工 V=853,760m3
・護岸工 L=19,884m
・橋梁工 10橋
・井堰工 3基

10,588 41.6%

【事業目的】
朝明川沿川の浸水被害防
止を目的に、河床掘削、嵩
上げ等の改修により流下能
力を確保し、治水安全度の
向上を図ります。
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

S60

-
 3

 -

2,697 30.6%

H40 2,243 79.4%

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。ただし、河
川事業は、安全・安心に
関わる事業であるため、
事業効果を早期発現する
ための方策を立てるよう
求めるものである。

①
継
続

事業効果の早期発現を
図るため、河川整備箇所
の選択と集中等、整備の
重点化を進めるとともに、
更なるコスト縮減に努め
ます。

また、関係市町と連携を
図り避難体制の強化を図
る等、万一の被害を最小
限に抑えるソフト対策を推
進し、ハード対策、ソフト
対策それぞれの持つ特
性を活かした総合的な河
川事業を進めます。

以上の事項をふまえ、
平成18年12月に策定しま
した中長期計画である
「三重県河川整備戦略」
に基づき効率的、効果的
に河川整備を進めていき
ます。〜

【実施事業内容】
・築堤工 L＝240m
・掘削工 V＝13,400m3
・護岸工 L＝364m
・橋梁工 2基

【以降事業内容】
・築堤工 L＝3,360m
・掘削工 V＝79,960m3
・護岸工 L＝3,236m
・樋門・樋管 1基
・床止工 1基
・橋梁工 3基

(護岸工法の変化)
①経済性に優れた直
壁護岸工法(大型ブ
ロック積工法)が技術
開発されました

(経済的変化)
①公共事業予算削減
により事業費の確保が
厳しくなっています

B/C＝13.42
①コスト縮減による事業費の
削減により費用対効果が増
加しています
②新工法の積極的な採用に
より更なるコスト縮減に努め
ます
③代替案は現実的側面から
ありません

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

③

【全体事業概要】
全体事業費 49.40億円
計画延長 L=1,800m
・築堤工 L=3,600m
・掘削工 V=93,360m3
・護岸工 L=3,600m
・樋門・桶管 １基
・床止工 1基
・橋梁工 5橋

4,940 52.7%

【事業目的】
芥川沿川の浸水被害防止を
目的に、河川の拡幅等の改
修により流下能力を確保し、
治水安全度の向上を図りま
す。
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

H6

-
 4

 -

1,301 33.4%

H35 249 93.7%

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。ただし、河
川事業は、安全・安心に
関わる事業であるため、
事業効果を早期発現する
ための方策を立てるよう
求めるものである。

①
継
続

事業効果の早期発現を
図るため、河川整備箇所
の選択と集中等、整備の
重点化を進めるとともに、
更なるコスト縮減に努め
ます。

また、関係市町と連携を
図り避難体制の強化を図
る等、万一の被害を最小
限に抑えるソフト対策を推
進し、ハード対策、ソフト
対策それぞれの持つ特
性を活かした総合的な河
川事業を進めます。

以上の事項をふまえ、
平成18年12月に策定しま
した中長期計画である
「三重県河川整備戦略」
に基づき効率的、効果的
に河川整備を進めていき
ます。〜

【事業実施内容】
・築堤工 L=822m
・掘削工    V=9,800m3
・護岸工    L=659m
・橋梁工  1橋
・用地買収  1式

【以降実施内容】
・築堤工 L=728m
・掘削工 V=10,200m3
・護岸工 L=791m
・橋梁工  5橋
・用地買収 １式

（周辺環境の変化）
①流域の世帯数およ
び人口は横ばい状態。
被災を経験した地元住
民の協力により、現在
まで順調に事業が進
捗している状況にあり
ます

（経済的変化）
①公共事業予算削減
により事業費の確保が
厳しくなっています

B/C = 1.57
①建設発生土の有効利用な
どによりさらなるコスト縮減に
努めます。また、地元との調
整によって既設橋梁を統合し
架け替えることにより事業費
の縮減に努めます
②代替案は現実的側面から
ありません

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

③

【全体事業概要】
全体事業費 15.5億円
計画延長L=990m
築堤工   L=1,550m
掘削工   L=20,000m3
護岸工   L=1,450m
橋梁工      6橋
用地買収 1式

1,550 48.9%

【事業目的】
檜山路川沿川の浸水被害
防止を目的に、河川の拡幅
と嵩上げ等の改修によ流下
能力を確保し、治水安全度
の向上を図ります。
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

H3

-
 5

 -

2,595.5 55.0%

H25 － －

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。ただし、今
後とも事業の展開にあ
たっては、住民との連携
やかもめの散歩道などの
人の流れに関連する事業
との調整を行われたい。

①
継
続

かもめの散歩道の延伸
や歩行者の動線確保の
ための歩道整備について
は、海岸事業として対応
はできませんが、今後、
地域の意見を聞きながら
護岸設計を行うとともに
関係機関との調整を行っ
てまいります。

〜

【整備済み内容】

〔岩崎地区〕
護岸（改良）：315.7ｍ
陸閘（改良）：2基

〔中之郷地区〕
護岸（改良）：4基

【次年度以降の内容】

〔岩崎地区〕
護岸（改良）：312.3ｍ
陸閘（改良）：4基

【社会的状況の変化】

各地区とも防護区域
は、依然として海岸
背後に人家が密集し
ており、防護の必要
性に変化はありませ
ん。
近年地球温暖化等の
影響により台風が大
型化してきており、
平成１６年１０月高
知県菜生海岸におい
ては、台風２３号の
激しい高波により海
岸堤防が倒壊、背後
の家屋１３戸が被災
し、３名の方が亡く
なるという惨事にな
りました。また、平
成１４年４月には東
海地震の防災対策強
化地域、平成１５年
１２月には東南海・
南海地震の防災対策
推進地域に指定され
るなど、社会情勢の
変化するなかで、老
朽化護岸の補強改
良、陸閘の改良（動
力化）の必要性及び
その機運は一層高
まってきています。

【費用対効果分析】

B/C＝19.98

【コスト縮減】

コスト縮減につきましては、
計画時において出来るだけ
既存施設を有効に活用する
ことや、工区を細分化しより
経済的な断面を採用するな
ど、設計時において可能な限
りコストの縮減に取り組んで
います。
今後もさらに重点化を行って
早期完成を目指すとともに、
コスト縮減にも努めてまいり
ます。

【代替案】

当地区のような、海岸背後
に人家が連担している地区
にとっては、海岸における護
岸はいわゆる生命線です。
地域住民の安心・安全の生
活確保のため、この代替案
は考えられず、また、現在の
事業進捗状況から判断して
も、現計画で進めることが妥
当であると判断しています。

【今後の見通し】

昨今の東南海・南
海地震の発生が危
惧され、津波による
甚大な被害が想定
されるなか、陸閘
（改良）に重点投資
を行い、平成１８年
度に中之郷地区の
４基が完了し、平成
１９年度に岩崎地区
の２基が完了予定
です。これにより、
前回再評価におき
まして、平成２３年
度完成目標としてお
りました岩崎地区に
ついては、平成２５
年度完成を目標に
事業を推進してまい
ります。

③

【全体事業概要】

〔岩崎地区〕
護岸（改良）：628ｍ
陸閘（改良）：6基

〔中之郷〕
陸閘（改良）：4基

2595.5 55.0%

【目的】

鳥羽港海岸の既設護岸は、
老朽化が進んでおり、天端
高も不足しているため、一刻
も早い施設整備が望まれて
いるところです。当該事業
は、この護岸の整備や改良
を行うことにより、波浪や高
波等による災害を防除し、護
岸背後の生命と財産を守る
事業です。
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

S61

-
 6

 -

7,529 72.1%

H33 － －

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。ただし、鋼
管矢板工法の地下水環
境に及ぼす影響を検討す
べきである。また、地震及
び津波にかかる防災対策
との連携を図り、海岸事
業の整備効果を高めるこ
と、陸閘については、過
度の機械依存及びヒュー
マンエラーを回避するよう
な運用をすることを求め
る。

①
継
続

鋼管矢板工法が地下水
環境に及ぼす影響につい
ては、当海岸で使用して
いる鋼管矢板の連結は海
底地盤までとしており、地
中部では連結させずに隙
間を設けているため、地
下水を完全に遮断するこ
とはなく、地下水環境に
及ぼす影響は少ないもの
と考えます。

地震及び津波にかかる
防災対策につきまして
は、関係市町と連絡調整
を密にし、海岸事業の整
備効果を高めるよう、市
町の地震及び津波に関
するソフト面の防災対策
と連携を図っていきます。

また、陸閘の開閉作業
に関しましては、市町と操
作委託契約を締結してお
り、日常的な点検や訓練
を兼ねた試運転等を行っ
ておりまして、三重県とし
ましても毎年点検を実施
し、常に正常に作動する
よう維持管理を行ってい
きます。

〜

【整備済み内容】

〔的矢地区〕
護岸（補強）：992ｍ
陸閘（改良）：7基

〔三ヶ所地区〕
護岸（補強）：695ｍ
陸閘（改良）：2基

【次年度以降の内容】

[的矢地区]
護岸（補強）：381ｍ

【社会的状況の変化】

防護区域は、依然と
して人家が密集してお
り、防護の必要性に変
化はありません。
近年の異常気象に伴う
台風の大型化により、
各地に甚大な被害を
及ぼしましています。
また、大規模地震の発
生が危惧されており、
護岸の補強改良の必
要性及びその機運は
一層高まってきていま
す。
また、昨今の公共事業
を取り巻く厳しい財政
事情により、事業の重
点化・効率化を求めら
れています。

【費用対効果分析】

[的矢地区] B/C＝3.73
[三ヶ所地区] B/C＝8.22

【コスト縮減】
施設延長が長く、事業期間

が長期にわたることから、各
施設を出来るだけ細分化し、
より経済的な断面を採用する
など、設計時において可能な
限りコストの縮減に取り組ん
でいます。

【代替案】
当地区のような、背後に人

家が連担している地域にとっ
ては、海岸における護岸はい
わゆる生命線です。複雑な
地形であるリアス式海岸で
は、地域住民の安心・安全の
生活確保のための工法とし
て、この代替案は考えられ
ず、現計画を進めることが妥
当であると判断しています。

【今後の見通し】

近年財政状況が
厳しい中、三ヶ所地
区の完成を目指し
た投資を行ってきた
ことから、平成18年
度に三ヶ所地区の
事業が完了しまし
た。これにより、前
回再評価におきまし
て、平成20年度完
成目標としておりま
した的矢地区につ
いては平成33年度
の完成を目指してま
いります。

③

【全体事業概要】

[的矢地区]
護岸（補強）：1,373ｍ
陸閘（改良）：7基

[三ヶ所地区]
護岸（補強）：695m
陸閘（改良）：2基

7,529 72.1%

【目的】

当海岸の護岸は、昭和28
年の13号台風や昭和34年
の伊勢湾台風で被災し、災
害復旧されたもので既に約
50年が経過し老朽化が著し
いため、背後地の住民から
一刻も早い施設整備が望ま
れているところです。当該事
業は、この護岸の補強を行
うことにより、波浪や高潮等
による災害を防除し、護岸背
後の生命と財産を守る事業
です。

海
岸
事
業
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

S45

-
 7

 -

13,019 87.4%

H24 4,173 100.0%

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。ただし、健
康温泉施設の設置につ
いては、現時点では管理
運営面から過剰投資の懸
念が強いと考えられるた
め、中止・縮小の方向で
検討されたい。

①
継
続

現時点では、民間にお
いて掘削中の温泉につい
ては、諸条件が不明であ
ることから、健康温泉施
設について、管理運営面
を含め投資予定額が大
幅な変更を余儀なくされ
る可能性があることは認
識しております。

このため、健康温泉施
設の設置につきまして
は、掘削中の温泉の諸条
件が確定次第、専門的見
知から、整備及び管理運
営にかかる費用や需要予
測等を精査し、過剰な投
資とならないように十分な
検証をおこなった上で、中
止を含め計画を縮小する
方向で検討して進めてま
いります。〜

（片上池）
管理棟は供用済み。
平成13年度より、道の
駅としての機能を追加し
利用者を増進させてい
る。
平成18年度より木製
デッキの整備に着手し、
同年一部供用した。
供用面積3.0ha

（城の浜）
オートキャンプ場、プー
ル、体育館は供用済
み。供用面積39.9ha

（大白）
園路、橋梁、芝生広場、
テニスコートは供用済
み。
供用面積4.3ha

長期間を要しているた
め、社会経済情勢は大
きな変化を伴っており、
レクリエーションニーズ
も大幅に変化してきて
いる。このため、本公
園事業は再評価審議
スパンである5年を区
切りとし、再評価委員
会に確認しながら事業
を進めている。

費用便益分析結果
（片上池）
B/C=2.57
(城の浜）
B/C=3.60
（大白）
B/C=1.88
（全体）
B/C=3.10

コスト縮減
維持管理コストの縮減という
課題に対し、平成18年度より
「指定管理者制度」を導入し
ました。対前年比約2百万円
の縮減効果が得られており
ます。

代替案
本事業は、住民参画により基
本計画を策定し、再評価にお
いて確認しながら進めてきた
事業であるため、住民ニーズ
及び社会情勢に即した計画
であると考えています。また、
現在の進捗状況や用地買収
の状況から判断しても、現計
画で進めることが妥当と判断
しています。

早期の事業効果を
発現するために、熊
野灘臨海公園6地
区のうち片上池地
区、城の浜地区、大
白地区の3地区を重
点整備地区として設
定し、予算の重点化
を図ってきていま
す。
今後の事業進捗を
阻害する要因も見
当たらないことか
ら、平成24年度を目
処として整備を完了
します。

③

【全体事業概要】
整備面積 530.8ha
（片上池）管理棟、木製デッ
キ、園地整備、橋梁整備
（城の浜）オートキャンプ場、
プール、体育館、温水利用
型健康運動施設整備、園地
整備、多田ヶ瀬園路整備
（大白）園地整備、橋梁、テ
ニスコート、芝生広場、大
白、藤ヶ谷池整備、野外学
習施設

17,193 90.5%

【目的】
関西・中部の大都市圏を含
めた広域的な都市圏のレク
リエーション需要を充足しつ
つ、東紀州地域の活性化と
連携した都市公園を整備す
る。

都
市
公
園
事
業

7

熊
野
灘
臨
海
公
園

紀
北
町



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

S51

-
 8

 -

145,000 80.5%

H59 14,000 100.0%

下
水
道
事
業

8

北
勢
沿
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流
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（
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理
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）

四
日
市
市

、
桑
名
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、
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な
べ
市

、
東
員
町

、
菰
野
町

、
朝
日
町

、
川
越
町

③

(概要）

計画区域面積 ： 11,818.9 ha
計画処理人口 ： 405,800人
流域幹線延長 ： 92.4ｋｍ
中継ポンプ場 ： １箇所
（11.7m3/分）
終末処理場  ： １箇所（281
千m3/日）

159,000 82.2%

（目的）

北勢沿岸流域（北部処理
区）の水質保全と生活環境
の改善

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。

①
継
続

公共用水域の水質保全
や生活環境の改善を図る
ため、関連市町と連携を
図り、当該流域下水道事
業を進めます。

〜

（残事業）

終末処理場  ： １箇所
（163千m3/日）

（社会的変化）
①関連市町の将来行
政人口の伸びが鈍化
傾向、②汚水量（原単
位）、工場排水量（原
単位）の減少、③全体
計画諸元の見直し

（経済的変化）
厳しい財政状況

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.91

（コスト縮減）
①処理場設計計画の見直
し、②再生材の活用、③リサ
イクル・省エネルギー化の促
進、④維持管理費の低減、
⑤ＣＯ２の排出負荷低減、⑥
環境負荷の低減、⑦工事情
報の電子化

（代替案）
現実的側面から該当なし

関連市町の下水道
整備の進捗に伴い
増加する処理場へ
の流入水量にあわ
せて段階的に処理
施設の増設を行う。
平成59年度の完成
を見込んでいる



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

S56

-
 9

 -

44,600 64.1%

H40 4,400 100.0%

本日説明のあった現事業
計画の見直しのスケ
ジュール、見直しの方針
が確実に履行されること
を条件に、事業継続を了
承する。
ただし、市町が策定する
事業計画を流域別下水
道整備総合計画及び事
業計画に速やかかつ適
切に反映されたい。

①
継
続

近年の社会情勢の変化
の要因である人口減少
を、現在見直し中の流域
別下水道整備総合計画
に適切に反映させ、見直
した計画諸元に基づく事
業計画を早急に策定しま
す。また、市町の事業計
画についても、市町との
連携のもと速やかに県の
事業計画に反映させま
す。
なお、事業計画について
は、平成２２年度までに再
評価を実施することとし、
この間の事業は、段階的
な施工を行うことにより、
過大な投資を行わないこ
ととします。

〜

（残事業）

終末処理場 １箇所
（62.6千m3/日最大）

（社会的変化）
①関連市の将来行政
人口の伸びが鈍化傾
向にある。
②生活汚水量（原単
位）の伸びが鈍化傾向
にある。
③工場の水利用状況
の変化等により工場排
水量（原単位）が減少
傾向にある。

（経済的変化）
近年の厳しい財政状
況から、建設費及び維
持管理費のさらなるコ
スト縮減を進めつつ、
下水道の役割・効果を
訴え、安定した財源確
保に努めている

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.79

（コスト縮減）
①再生材の活用、②省エネ
ルギー化の促進、③維持管
理費の低減、④ＣＯ2の排出
負荷低減、⑤環境負荷の低
減、⑥工事情報の電子化

（代替案）
現実的側面から該当なし

関連市の下水道整
備の進捗に伴い増
加する処理場への
流入水量にあわせ
て段階的に処理施
設の増設を行う。平
成40年度の完成を
見込んでいる

③

(概要）

計画区域面積 3,888ha
計画処理人口 130,370人
流域幹線延長 12.7km
中継ポンプ場 １箇所
（5.49m3/分）
終末処理場 １箇所（95.4
千m3/日最大）

49,000 67.3%

（目的）

中勢沿岸流域（雲出川左岸
処理区）の水質保全と生活
環境の改善

下
水
道
事
業
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

H10

-
 1

0
 -

95,700 31.4%

H68 4,300 99.7%

本日説明のあった現事業
計画の見直しのスケ
ジュール、見直しの方針
が確実に履行されること
を条件に、事業継続を了
承する。
ただし、市町が策定する
事業計画を流域別下水
道整備総合計画及び事
業計画に速やかかつ適
切に反映されたい。

①
継
続

近年の社会情勢の変化
の要因である人口減少
を、現在見直し中の流域
別下水道整備総合計画
に適切に反映させ、見直
した計画諸元に基づく事
業計画を早急に策定しま
す。また、市町の事業計
画についても、市町との
連携のもと速やかに県の
事業計画に反映させま
す。
なお、事業計画について
は、平成２２年度までに再
評価を実施することとし、
この間の事業は、段階的
な施工を行うことにより、
過大な投資を行わないこ
ととします。

〜

（残事業）

流域幹線整備38.4km
処理場整備 1箇所(95
千m3/日最大)

（社会的変化）
①関連市町の人口の
伸びが鈍化傾向、②汚
水量(原単位)、工場排
水量(原単位)が減少、
③全体計画の見直し、
④処理場で希少生物
が生息

（経済的変化）
近年の厳しい財政状
況から、建設費及び維
持管理費のさらなるコ
スト縮減を進めつつ、
下水道の役割・効果を
訴え、安定した財源確
保に努めている

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.27

（コスト縮減）
①長距離推進工法による立
抗の削減、②再生材の利
用、③リサイクル・省エネル
ギー化の促進、④維持管理
費の低減、⑤環境負荷の低
減、⑥工事情報の電子化

（代替案）
現実的側面から該当なし

関連市町の下水道
整備の進捗にあわ
せて幹線管渠の整
備を行い、処理場へ
の流入水量の増加
にあわせて段階的
に処理施設の増設
を行う。H68年度の
完成を見込んでい
る

②

(概要）

計画区域面積 5,080.1ha
計画処理人口 167,720人
流域幹線整備 48.2km
処理場整備 1箇所(102千
m3/日最大)

100,000 34.4%

（目的）

宮川流域（宮川処理区）の
水質保全と生活環境の改善

下
水
道
事
業
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

H6

-
 1

1
 -

4,077 90.8%

H23 － －

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名
事業が相当程度進捗し
事業効果の発現を促す
必要があることから事業
継続を了承する。ただ
し、事業効果の発現のた
め、漁業及び観光振興に
資する施策の確実な実
施を求めるものである。

①
継
続

平成２０年度に橋梁を
完成させることにより、車
両・徒歩により既設防波
堤を利用して造成された
用地、岸壁、また海水浴
場、バリアフリーを考慮し
た多目的トイレの有効利
用を図ります。

今後の漁港整備につい
ては、地元関係者から意
見聴取を行い利用形態
の変化への対応し、また
社会情勢の変化等を踏
まえた総合的な計画のも
とに、安全安心な環境を
創出するとともに、水産
資源の増殖から、漁獲、
陸揚げ、流通水産物供
給システムの基盤として
の効果的な整備を進め
てまいります。〜

外郭施設
沖防波堤 L=48ｍ、

174ｍ
防波堤 L=50ｍ、155

ｍ
護岸 L=35ｍ、38ｍ、

160ｍ、50ｍ
突堤 L=100ｍ、85

ｍ、40ｍ
係留施設

－3ｍ岸壁 L=150ｍ
－4ｍ岸壁 L=20ｍ
浮桟橋 1基

輸送施設
橋梁（下部工） 1式

漁港施設用地
A=18,900㎡

【全体計画の変更】
施設内容としては変更
はないが、総事業費
は4,１11百万円から
4,077百万円に全体計
画を変更。

費用便益費
Ｂ/Ｃ＝2.26

コスト縮減
①用地埋立てに、床掘と他
事業で発生した残土を流用
しました。
②基礎材として再生砕石を
使用しました。

代替案
港内の静穏を高めるため

の沖防波堤及び整備済用地
の活用を図るための道路な
らびに潮位差を解消するた
めの浮桟橋であることから
現計画が妥当であると考え
ています。

①平成6年度に事
業着手し、現時点
での進捗率は
90.8％となっていま
す。
②Ｈ23年度には全
体計画を完了する
見込みです。

③

【全体事業概要】
外郭施設

沖防波堤 L=48ｍ、205
ｍ

防波堤 L=50ｍ、155ｍ
護岸 L=35ｍ、38ｍ、

160ｍ、50ｍ
突堤 L=100ｍ、85ｍ、

40ｍ
係留施設

－3ｍ岸壁 L=150ｍ
－4ｍ岸壁 L=20ｍ
浮桟橋 2基

輸送施設
道路 L=240ｍ
橋梁 1式

漁港施設用地
A=18,900㎡

漁場施設 魚礁 1式

4,077 90.8%

【事業目的】
①漁業作業の為の用地を
確保します。
②漁船が安全に陸揚、準
備、休憩できる岸壁を確保
します。
③荒天時でも漁船が安全に
係留できるよう港内の静穏
度を高めます。
④高齢者・女性従事者にお
ける陸揚作業の安全を確保
します。

広
域
漁
港
整
備
事
業

101
菅
島

鳥
羽
市



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S56

-
 1

2
 -

152,735 38.7%

H40 － －

下
水
道
事
業

102

中
勢
沿
岸
流
域
下
水
道

（
雲
出
川
左
岸
処
理
区

）

関
連

津
市
公
共
下
水
道

津
市

③

（概要）

計画区域面積 3,888ha
計画処理人口 130，370人
管渠延長（幹線＋枝線）
876千ｍ

152,735 38.7%

（目的）

中勢沿岸流域（雲出川左岸
処理区）津市内の水質保全
と生活環境の改善

本日説明のあった現事
業計画の見直しのスケ
ジュール、見直しの方針
が確実に履行されること
を条件に、事業継続を了
承する。
ただし、市町が策定する
事業計画を流域別下水
道整備総合計画及び事
業計画に速やかかつ適
切に反映されたい。

①
継
続

全体計画の上位計画で
あります、「中南勢水域
流域別下水道整備総合
計画」が現在、三重県に
て見直し策定中でありま
す。当市と致しましても、
流総計画の諸元等が確
定後、計画人口、計画汚
水量の減少を中心に、ま
た、効率的な下水道計画
となるように、全体計画
の見直しを行います。
今後につきましても、そ
の時々の社会情勢の変
化、市民ニーズに注意を
払いながら、市財政状況
を考慮して、下水道事業
の目的である公共用水
域の水質保全や生活環
境の改善を、早期に達成
することを目標によりよ
い下水道計画となるよう
努めてまいる所存でござ
います。

〜

（残事業）

整備面積 2，384 ha
管渠延長（幹線＋枝線）
522千ｍ

（社会的変化）
① 少子化等の影響を
受け人口の伸びが鈍
化傾向にある。② 節
水型等の普及により
生活汚水量（原単位）
の伸びが鈍化傾向に
ある。③ 工場排水量
（原単位）が減少傾向
にある。 ④市町村合
併

（経済的変化）
厳しい財政状況である
ことから、建設費、維
持管理費のさらなるコ
スト縮減、効率的な事
業を進めることが求め
られる

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.79

（コスト縮減）

① 管渠の小口径化，②マン
ホール間隔距離の見直し，
③管渠埋設深の見直し，
④再生材の活用

（代替案）
現実的側面から該当なし

社会経済情勢の動
向や市民のニー
ズ、財政面を考慮
し、人口密集地など
整備効果の高い地
域から順次整備を
進め、平成40年度
の完成を目指して
いる



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S52

-
 1

3
 -

103,674 55.0%

H59 － －

下
水
道
事
業
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北
勢
沿
岸
流
域
下
水
道

（
北
部
処
理
区

）
関
連

四
日
市
市
公
共
下
水
道
事
業

四
日
市
市

③

（概要）

計画区域面積  3,072ha
計画処理人口 136,000人

103,674 55.0%

（目的）

四日市市北部の水質保全
と住環境の改善を目的に下
水道を整備する

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。

①
継
続

アクションプログラムの活
用により事業効率に配慮
し、コスト縮減を積極的に
実施することにより、本
事業を効率的・効果的に
推進してまいります。

〜

（残事業）

計画区域面積
1,611ha
計画処理人口  56,965
人

（社会的変化）
①人口の伸びが鈍化
傾向、 ②汚水量（原
単位）、工場排水量
（原単位）が減少
③市町合併（旧四日
市市と旧楠町）

（経済的変化）
①厳しい財政状況
②建設費及び維持管
理費のさらなるコスト
縮減 ③効率的な事
業執行

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝2.0

（コスト縮減）

①管渠の最小径の見直し
②最小土被りの見直し（管渠
埋設深さの見直し）③管基
礎工法の見直し ④適正な
発注規模 ⑤再生材料の活
用⑥アクションプログラムの
活用

（代替案）
現実的側面から該当なし

社会経済情勢の動
向や市民のニー
ズ、財政面を考慮
し、人口密集地など
整備効果の高い地
域から順次整備を
進め、平成５９年度
の完成を目指して
いる



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S51

-
 1

4
 -

78,698 47.2%

H45 － －

下
水
道
事
業

104

北
勢
沿
岸
流
域
下
水
道

（
北
部
処
理
区

）
関
連

桑
名
市
公
共
下
水
道
事
業

桑
名
市

③

（概要）

計画区域面積 3,203.8ha
計画処理人口 137,100人

78,698 47.2%

（目的）

北勢地方北部沿岸流域の
水質保全と住環境の改善を
目的に下水道を整備する

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。

①
継
続

アクションプログラムを基
準とし、事業効果の高い
区域を優先し施設整備を
図ると伴に、コスト縮減を
積極的に実施することに
より、本事業を効率的・
効果的に推進してまいり
ます。

〜

（残事業）

計画区域面積
1,642.9ha
計画処理人口 55,496
人

（社会的変化）
①関連市の人口の伸
びが鈍化傾向、②汚
水量（原単位）、工場
排水量（原単位）が減
少③全体計画の見直
し、④市町合併

（経済的変化）
厳しい財政状況

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.92

（コスト縮減）

①管渠の小口径化（最小口
径200mm→150mm ）、マン
ホ－ル間距離の見直し、②
再生材の活用、③リサイク
ル・省エネルギー化の促進、
④維持費管理費の低減、⑤
ＣＯ２排出削減、⑥環境負荷
の低減、⑦工事情報の電子
化

（代替案）
現実的側面から該当なし

地元住民の要望や
財政力を勘案し、整
備効果の高い地域
から順次下水道整
備を行い、平成45
年度の完成を見込
んでいる



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H9

-
 1

5
 -

5,419 34.4%

H27 474 100.0%

下
水
道
事
業
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北
勢
沿
岸
流
域
下
水
道

（
北
部
処
理
区

）
関
連

桑
名
市
公
共
下
水
道
事
業

雨
水
整
備
事
業

（
西
桑
名
排
水
区

）

桑
名
市

②

（概要）

・排水区域面積 111.13ha
・確率年 ８年
・ポンプ場整備 1箇所（4
台10.335m3/s）
・雨水幹線整備 L=2,140m

5,893 39.7%

（目的）

宅地化の進展に伴う桑名市
街地の浸水防除を図るた
め、老朽化の進んだ甚内ポ
ンプ場の改築および雨水幹
線の整備を行う

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。

①
継
続

常に全体計画及び全体
事業費を的確に把握す
るとともに、今後の施工
実施においてコスト縮減
に配慮し、最新技術の動
向の把握や知見の収集
に努め、事業の早期完
成を目指すこととします。

〜

（残事業）

・排水区域面積
111.13ha
(用地買収完了)
・確率年 ８年
・ポンプ場整備 1箇
所（4台10.335m3/s）
・雨水幹線整備
L=2,140m

（社会的変化）
平成12年降雨、平成
16年降雨など、近年で
も浸水被害を経験して
おり、地元からは雨水
施設の早期改修が強
く要望されているな
ど、事業の促進に支
障となるような、大きな
変化はない

（経済的変化）
厳しい財政状況

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.38

（コスト縮減）

①ポンプ場の経済的で円滑
な排水運転、②幹線水路整
備の進捗に合わせた段階的
整備、③ポンプ場の集中管
理および外部委託化の実
施、④より経済的で早期に
効果の発現が可能な幹線
ルートの選定

（代替案）
現実的側面から該当なし

平成19年度末まで
に全体計画の半分
の能力(約5m3/s)を
有するポンプ施設
を完成し、平成20年
度から幹線管渠の
整備を順次進め、
平成27年度の完成
を見込んでいる



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H2

-
 1

6
 -

35,873 92.0%

H27 － －

下
水
道
事
業

106

北
勢
沿
岸
流
域
下
水
道

（
北
部
処
理
区

）
関
連

い
な
べ
市
公
共
下
水
道
事
業

い
な
べ
市

③

（概要）

計画区域面積 2,165.1ha
計画処理人口 43,470人

35,873 92.0%

（目的）

北勢地方北部沿岸流域（北
部処理区）いなべ市の周辺
環境と居住環境の改善効
果及び公共用水域の水質
保全を目的とする

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。

①
継
続

当事業は、いなべ市マス
タープランにも揚げられ
ており、下水道事業は重
要事業と位置づけられて
おります。今後とも、コス
ト縮減を目的とした工法
等を取り入れると共に、
再生材等の活用、入札
制度の見直し、事業費の
削減などを行い事業の早
期完了に向けて努めて
いきます。

〜

（残事業）

残整備面積  59.7 ha
残処理人口 4,789人

（社会的変化）
①全体計画の見直し
②市町村合併

（経済的変化）
厳しい財政状況

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.9

（コスト縮減）

① 管渠の最小管径の見直
し ②マンホール間距離の
見直し
③再生材の活用 ④他事業
との同時施工

（代替案）
現実的側面から該当なし

事業期間はＨ２７年
であるが、順調に
管渠の整備が進ん
できており、Ｈ２２年
度のおおむね完成
を見込んでいる



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H1

-
 1

7
 -

14,174 87.6%

H27 － －

下
水
道
事
業

107

北
勢
沿
岸
流
域
下
水
道

（
北
部
処
理
区

）
関
連

東
員
町
公
共
下
水
道
事
業

東
員
町

③

（概要）

計画区域面積 970.5ｈａ
計画処理人口 29,840人

14,174 87.6%

（目的）

北勢地方北部沿岸流域の
水質保全と住環境の改善を
目的に下水道を整備する

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。

①
継
続

コスト縮減を目的とした
工法を積極的に取り入れ
ると供に、リサイクル材
等の有効活用を行ってい
きます。
また、整備地区につきま
しても、整備効果をふま
えつつ、段階的な整備を
行っていきます。

〜

（残事業）

計画残面積 １２０．２ｈ
ａ

（社会的変化）
人口の伸びが鈍化傾
向

（経済的変化）
厳しい財政状況

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝2.5

（コスト縮減）

①管渠の最小管経の見直し
（φ200ｍｍ⇒φ150ｍｍ）
②マンホール管渠距離の見
直し
③再生材の活用

（代替案）
現実的側面から該当なし

人口増加政策に伴
う住宅開発や事業
所等の進出の動向
を見極めながら進
めており、平成２７
年度の完成を見込
んでいます



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H6

-
 1

8
 -

45,288 29.0%

H37 － －

下
水
道
事
業

108

北
勢
沿
岸
流
域
下
水
道

（
北
部
処
理
区

）
関
連

菰
野
町
公
共
下
水
道
事
業

菰
野
町

③

（概要）

計画区域面積 1，547ha
計画処理人口 39，800人
管渠延長（幹線＋枝線）
386千ｍ

45,288 29.0%

（目的）

北勢沿岸流域下水道（北部
処理区）菰野町内の水質保
全と周辺環境並びに
居住環境の改善

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。

①
継
続

近年の厳しい財政状況
から、建設費及び維持管
理費の更なるコスト縮
減、効率的な事業執行に
努め、過大な投資を行わ
ないこととします。

〜

（残事業）

整備面積 1，001ha
管渠延長（幹線＋枝線）
247千ｍ

（社会的変化）
①人口の伸びが鈍化
傾向、②汚水量（原単
位）、工場排水量（原
単位）が減少

（経済的変化）
厳しい財政状況である
ことから、建設費、維
持管理費のさらなるコ
スト縮減、効率的な事
業を進めることが求め
られる

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.42

（コスト縮減）

① 管渠の小口径化、②マン
ホール間隔距離の見直し、
③管渠埋設深の見直し、
④再生材の活用、⑤発注規
模の見直し、⑥維持管理費
の低減

（代替案）
該当なし

下水道整備の進捗
にあわせて管渠の
整備を行う。
平成37年度の完成
を見込んでいる.



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H11

-
 1

9
 -

117,983 14.8%

H78 － －

本日説明のあった現事
業計画の見直しのスケ
ジュール、見直しの方針
が確実に履行されること
を条件に、事業継続を了
承する。
ただし、市町が策定する
事業計画を流域別下水
道整備総合計画及び事
業計画に速やかかつ適
切に反映されたい。

①
継
続

県と調整して、見直した
人口を流域別下水道整
備総合計画に反映させ、
見直した計画諸元を基に
事業を進めます。
なお、事業計画について
は、三重県とともに再評
価を実施することとし、こ
の間の事業については
過大投資とならないよう
に事業を進めます。

〜

（残事業）

計画区域面積 3,143.8
ｈａ
管渠延長(幹線+枝線)
569Ｋｍ

（社会的変化）
①本市の人口は減少
傾向②汚水量(原単
位)、工場排水量(原単
位)が減少
→全体計画諸元の見
直しを行った

（経済的変化）
厳しい財政状況である
ことから、建設費、維
持管理費のさらなるコ
スト縮減、効率的な
事業を進めることが求
められる

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.27

（コスト縮減）

①管渠の小口径化②マン
ホール間距離の見直し③再
生材の活用④発注規模の見
直し

（代替案）
現実的側面から該当なし

順調に管渠の整備
を行っており、今後
も中心市街地など
整備効果がより高
い地域を選定し、重
点的に整備を進め
ていく

②

（概要）

計画区域面積 3,608.5ｈａ
計画処理人口 117,590人
管渠延長(幹線+枝線)

689Ｋｍ

（全体計画概要）

計画区域面積 4,039.1ｈａ
計画処理人口 134,820人

117,983 14.8%

（目的）

宮川流域下水道（宮川処理
区）伊勢市内の水質保全と
生活環境の改善

下
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H17

-
 2

0
 -

10,840 10.7%

H27 － －

本日説明のあった現事
業計画の見直しのスケ
ジュール、見直しの方針
が確実に履行されること
を条件に、事業継続を了
承する。
ただし、市町が策定する
事業計画を流域別下水
道整備総合計画及び事
業計画に速やかかつ適
切に反映されたい。

①
継
続

工事の実施にあたって
は、コスト縮減の取組み
を行っていますが、今後
はさらに「三重県公共工
事縮減に関する第３次行
動計画」に基づきコスト
縮減に努め、事業の早
期完成を目指します。

〜

（残事業）

計画処理面積 269ha
計画処理人口 8,990人
管渠延長(幹線＋枝線)
87.4km

（社会的変化）
人口の増加、生活様
式の多様化により公
共用水域の保全が困
難になりつつあり、下
水道の整備が急務で
ある

（経済的変化）
厳しい財政状況である
ことから、建設費の更
なるコスト縮減、効率
的な事業を進めること
が求められている

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.24

（コスト縮減）

①管渠最小口径化 ②ﾏﾝ
ﾎｰﾙ間距離の見直し ③再
生材の活用 ④発注規模の
見直し

（代替案）
現実的側面から該当なし

宮川流域下水道の
整備の進捗にあわ
せ、幹線及び集落
内管渠の整備を進
めており、宮川流域
幹線の到達時点
で、52％の整備完
了、平成２７年度末
に概ねの完成を見
込む

②

（概要）

計画処理面積 284ha
計画処理人口 8,990人
管渠延長(幹線＋枝線)
94.8km

（全体計画概要）

計画処理面積 462ha
計画処理人口 14,300人

10,840 10.7%

（目的）

宮川流域下水道（宮川処理
区）玉城町内の水質保全と
住環境の改善を目的に下
水道を整備する
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H10

-
 2

1
 -

42,589 30.1%

H37 1,016 98.1%
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②

（概要）

・計画区域面積： 1,286ha
・計画処理人口： 48,050人
・管渠整備： 1,286ha
・ポンプ場整備： 2箇所
・処理場整備：1箇所（26.3
千m3/日最大）

43,605 31.7%

（目的）

名張市周辺の公共用水域
の水質保全と生活環境の
改善を目的に公共下水道を
整備する

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。

①
継
続

下水道施設の稼働率を
早期に高め、使用料収
入を安定させることが、
課題の大きな解決策と考
えています。このために、
初年度２０％程度であっ
た旧町等の既成市街地
の普及率を向上していき
ます。そして、下水道で
整備するとした都市計画
決定区域内において、開
発から約４０年経過して
いる桔梗が丘住宅団地、
富貴ヶ丘住宅団地等の１
０箇所の住宅団地の汚
水施設(管渠)は、平成２
７年度までに計画的に整
備して、公共下水道へ接
続していきます。
一方で、中央処理区に統
合した旧北部処理区域
の１０箇所の住宅団地の
汚水施設(管渠)は、後年
度の平成２８年度から、
公共下水道に接続して
整備していく計画としてい
ます。
これらの住宅団地の汚
水処理施設(大型合併浄
化槽)の経過年数は、公
共下水道に接続する頃
には、４０～５０年を経過
し耐用年数を超えていく
ため、施設の機能に支障
が出てくる恐れもあること
から、関係住宅住民への
説明とご理解を得なが
ら、汚水処理施設を管理
する住宅団地開発業者
または自治組合とも連携
協議していき、公共下水
道接続までの間におい

〜

（残事業）

・管渠整備： 1,040ha
・ポンプ場整備： 2箇所
・処理場整備： 1箇所
（18.8千m3/日最大）

（社会的変化）
①少子高齢化に伴い
行政人口が減少傾向
②汚水量(原単位)及
び工場排水量の減少
③全体計画諸元の見
直し

（経済的変化）
本市では税収は僅か
に回復傾向にあるも
のの、三位一体改革
による交付金の削減
あるいは合併しなかっ
たことによる特別交付
金の減額により、財政
は厳しい状況である
が、公共下水道事業
については市の主要
事業として財源の確保
に努めているところで
ある

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝2.83

（コスト縮減）

①全体計画の見直しによる
処理区の再編（新規処理場
の削減） ②管渠の最小管
径の見直し ③マンホール
間距離の見直し ④小口径
マンホールの採用 ⑤再生
材の活用

（代替案）
現実的側面から該当なし

中央処理区内の優
先順位の高い地区
から幹線及び面整
備を行い、これによ
る処理場への流入
水量の増加に合わ
せて段階的な処理
施設の増設を行う。
平成３７年度の完
成を見込んでいる



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S61

-
 2

2
 -

13,406 61.3%

H30 － －

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。なお、県
民に対する説明責任を
果たすため、分かりやす
い説明に努められたい。

①
継
続

今後は、全体計画と評
価対象となる箇所につい
て、わかりやすく説明す
るとともに、耐震対策に
ついては、対策工法や効
果について専門的な言
葉を多用しない説明を心
がけ、県民にもわかりや
すい説明に努めてまいり
ます。

〜

【整備済み内容】

［富洲原港地区］
護岸補強：834m
排水機場：1基

［２号地地区］
護岸補強：889m

［富田港地区］
護岸補強：100m
排水機場改良：1基
樋門改良：1基

［石原地区］
護岸補強：167m

［運河地区］
護岸補強：1,428m
水門改良：1基

【次年度以降の内容】

［富洲原港地区］
護岸補強：432m

［２号地地区］
護岸補強：367m
胸壁補強：860m

［富田港地区］
護岸補強：258m

［石原地区］
護岸補強：412m

［運河地区］
－

【社会的状況の変化】

防護区域は、依然と
して人家や事業所など
が密集しており、防護
の必要性に変化はあ
りません。

また、平成7年の兵
庫県南部地震、平成
16年の新潟県中越地
震、更に今年の能登
半島地震や三重県中
部地震など大規模な
地震が頻発している
昨今、東海・東南海・
南海地震による被害
が懸念される当地域
においては、護岸補強
工事の必要性及びそ
の機運は一層高まっ
ています。

【費用対効果分析】

［富洲原港地区］
B/C＝11.0

［２号地地区］B/C＝3.4
［富田港地区］B/C＝6.4
［石原地区］ B/C＝4.9

【コスト縮減】

設計時において出来るだ
け既存施設を有効に活用す
ることや、各施設を細分化し
より経済的な断面を採用す
るなど、設計時において可
能な限りコストの縮減に取り
組んでいます。

【代替案】

海岸護岸は資産防護とし
て極めて重要な役割を果た
しており、護岸補強工法の必
要性に変わりありません。

また、代替案として、新た
な護岸を既設前面に設ける
工法などが考えられますが、
コストの面からしても現工法
が妥当であると判断していま
す。

【今後の見通し】

近年の厳しい財
政状況の中、背後
地に人家が密集す
る富田港及び富洲
原港地区は、優先
地区としそれぞれ
の目標である平成
25年度及び平成26
年度に事業が完了
するよう整備を進め
ていきます。次いで
2号地地区、石原地
区の順に完成を目
指し、最終的に平
成30年度の事業完
成を目指します。

③

【全体事業概要】

［富洲原港地区］
護岸補強：1,266m
排水機場：1基

［２号地地区］
護岸補強：1,256m
胸壁補強：860m

［富田港地区］
護岸補強：358m
排水機場改良：1基
樋門改良：1基

［石原地区］
護岸補強：579m

［運河地区］
護岸補強：1,428m
水門改良：1基

13,406 61.3%

【目的】

四日市港における護岸の
多くは、昭和34年の伊勢湾
台風による災害後に築造さ
れ、築後50年近くが経過し
ており、近い将来発生が予
想される大規模地震に対す
る耐震性を確保するため、
一刻も早い耐震対策が望ま
れています。

当該高潮事業は、耐震対
策を実施し既設護岸を補強
することで、地震時の護岸
崩壊に伴う浸水被害を防除
し、背後の生命と財産を守
る事業です。
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（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

-
 2

3
 -

【全体事業概要】
区域面積    3,132.9 ha

うち森林面積 3,088.1 ha
民有林面積 2,525.8 ha
国有林面積   562.3 ha

①再評価時（平成10年度）
全体事業計画量

渓間エ 44基
山腹工 0.50ha
森林整備 482.7ha

②実 績
全体事業量

渓間エ 41基
山腹工 0.25ha
森林整備 349.5ha

H14 2,172

【事業目的】
クチスボダムの水源地と

なっている森林において、林
床植生のある森林づくりと崩
壊土砂の流出を軽減し、水
源森林としての機能を強化す
る。

H13 1,615

委員会意見概要 事業方針概要

事業の直接的効果
に関する評価の妥
当性を認める。ただ
し、山地保全便益
の説明を受けた
が、具体的な事業
効果については十
分に検証がなされ
ていない。例えば、
被災の可能性があ
る事業区域内で土
砂流出箇所の存在
を検証することに
よって事業の効果
及び施工箇所の妥
当性を確認するこ
とが望ましい。

崩壊土砂流出の恐れが
ある荒廃渓流を的確に把
握し、荒廃渓流を踏査す
ることにより治山施設の
施工箇所の妥当性を現地
において検証します。ま
た、被災の可能性がある
保全対象を的確に把握
し、事業効果がより発現
するよう、設置する施設
の規模、構造等の妥当性
を毎年度の事業計画作成
時に確認します。

※ 平成10年度再評
価意見
「森林の水源機能をよ
り－層充実させる方向
で、森林の保育に重き
をおくように考慮して事
業の推進を図ること。」

（1）課題
事業実施区域内に

は、新たな山腹崩壊の
発生や機能の低下し
てきている森林がある
ことから、治山事業の
推進により、水源かん
養機能など森林の持
つ多面的機能を確保し
ていく必要がある。

（2）対応方針
水源のかん養機能な

ど森林の持つ多面的
機能を維持していくた
め、継続的に森林の維
持・造成を行っていく。

H5

(1）費用対効果分析
現在の便益に換算

して、算出した費用、
効果は次のとおり。
便益(B)=2,836,574千
円
費用(C)=2,426,140千
円
よって、B／C＝1.17

（2）事業効果の発現
状況

① 山腹工の実施に
より、山腹崩壊面が復
旧。

② 渓間工の実施に
より、渓岸浸食、下流
域への土砂流出を抑
止。

③ 本数調整伐の実
施により、林床植生が
発達。

（3）人家、農地、道路
等の被害軽減効果

山腹工、渓間エの実
施により、下流域への
土砂流出が抑止さ
れ、道路等への被害
が軽減。

(1)環境への配慮と実
施後の状況
① 渓岸浸食や不安
定土砂が堆積し、渓
流の環境が悪化した
ところに、渓間工を実
施し、渓流を保全。
② 森林が過密化し、
林内環境が悪化した
ところに、本数調整伐
を実施し、林床植生の
誘導により、林内環境
を改善。

(2)景観に対する配慮
と実施後の状況

山腹崩壊の発生に
より景観が悪化したと
ころに、山腹工を実施
し、緑化を促したこと
により、景観を改善。

（1）事業実施区域に
おいて、漁民（尾鷲養
殖組合など）による植
樹活動が行われるよ
うになった。（H13～）

（2）事業実施区域の
大部分を占める尾鷲
市有林が、森林管理
協議会（FSC）から、持
続可能な森林管理を
行う森林であると認証
された。（H15）

（1）下流のクチスボダ
ム設置者からは、貯
水池への土砂の流入
を防ぐため治山工事
は必要であるとの意
見

（2）事業実施区域の
森林の大部分を所有
する尾鷲市からは、健
全な森林を維持する
治山工事は、意義が
あるとの意見

（3）紀北町海山区の
相賀地区の住民や漁
業者から、土砂流出
の防止や流木対策、
濁水の防止のため、
治山事業を実施して
ほしいとの要望。

水
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事
業
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【全体事業概要】
区画整理 108.9ha

（うち 田） 102.2ha
（うち 畑） 6.7ha

道路工 14,287m
用水路工 19,192m
排水路工 14,625m
集落道路  2,294m
集落排水路  629m

H12 2,622

【目的】
・現状は不整形で狭小な田
畑
・また農道、用水路、排水路
も未整備
・このため、農業用機械の搬
出入や農業用施設の維持管
理に苦慮
・ほ場整備事業により、大区
画のほ場整備、農道や排水
路の整備、用水のパイプライ
ン化を実施
・農業生産性の向上、農業経
営の合理化、担い手の育成
を図る

H13 2,622

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。今後、持続的
な担い手確保及び
さらなる作物生産
効果をあげることに
努められたい。

・農家の高齢化や後継者
不足から生じる耕作放棄
地を発生させないために
も、櫛田営農組合を中心
とした担い手農家などの
生産組織へ農地の集積を
進めるよう、支援していき
ます。
・平成８年度に設立された
櫛田営農組合により、小
麦・大豆の作付け場所の
集団化・団地化が計画的
に行われており、今後も
集団化・団地化を継続す
るとともに作付け面積の
拡大に取り組むことで作
物生産効果の向上が図ら
れるよう、支援していきま
す。
・今後は農家だけでなく、
地域の各自治会の方々も
含めた活動組織により、
農地や農業用施設が適
正に維持管理できる体制
づくり

○ 農家の高齢化・後
継者不足が急速に進
む
○ 農地や農道、用排
水路の維持管理を農
家のみで行うことが困
難

○ 地域農業の継続の
ため、営農組合や担い
手農家などの生産組
織へ、農地の集積を進
める必要がある
○ 農地や農業用施設
を、農家のみでなく、非
農家も含めた地域全
体で保全を行う体制を
整備する必要がある

○ 農道や排水路の法
面に植生緑化
○ 低騒音・低振動・排
ガス対策型の建設機
械をしよう

○ 平成18年に実施し
た生きもの調査では、
メダカやドジョウ、フナ
などの生息を確認

ほ
場
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備
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業
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H5

【直接的効果】
① 区画整理により、
担い手への農地集積
や生産調整（麦・大
豆）の集団化、団地化

② 平成8年度に櫛田
営農組合が設立さ
れ、小作・水稲基幹作
業・生産調整の受委
託により3名の担い手
で61.3haが営農

③ アンケート結果
「道路の通行がス
ムーズになった」
「地域の水はけがよく
なった」

【間接的効果】
○ 地域の農地や農業
用施設や環境を保全
するため、平成18年
度には「精魂の郷・保
全・管理クラブ
（SHK）」の立ち上げ

○ 農村集落の急速な
過疎化や高齢化
○ 農家は平成5年に
比べ1/3に減少
○ 農地・農道・用排水
路の維持管理を農家
のみで実施することが
困難

○ 受益地の関係集落
の全住民121戸にアン
ケート調査を実施
○ 111戸から回答（農
家52戸、非農家59戸）

（農業効果）
農家の95%が「効果

あり」と回答
・維持管理が楽になっ
た
・機械の移動や水の
管理が楽になった

（農業以外の効果）
全住民の99%が「効

果あり」と回答
・道路の通行がス
ムーズになった
・地域の水はけがよく
なった
・一般交通が増えた
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【全体事業概要】
・用水路工 L＝９４，１５４ｍ
・頭首工 ３箇所
・水管理施設工 １式

H13 10,244

【事業目的】
・かんがい排水事業は、農業
生産の基礎となる水利条件
を整備し、水利用の安定と合
理化を図ることを目的として
います。
・本地区は、津市の北西に広
がる約２，７１１ｈａの受益地
に対し、国営中勢用水農業
水利事業より建設された安
濃ダムを水源として活用し、
安濃川の井堰の統合や農業
用水路の整備を行い上記目
的のため、事業を実施した。

H13 10,185

事業の直接的効果
に関する評価の妥
当性を認める。ただ
し、継続的に事業
効果が発現するよ
う、営農部門との連
携を深められたい。

【課題】
・次代を支える担い手や
自立した経営体を確保・
育成し、持続的な農業経
営の推進
・野菜などの農作物の導
入、普及
【対応方針】
・元気な担い手や安定し
た経営体を育成するた
め、農業改良普及セン
ター、市町の農政担当課
やＪＡなどの営農部門との
連携を図りながら、事業を
実施
・消費者のニーズをふま
えた、その地域に合った
作物の栽培普及を行うた
めにも、上記営農部門と
連携を図り、事業を実施

S48

【課題】
・異常気象や作付時期
の集中による水不足
への対応。
・水利施設の老朽化へ
の対応。
【対応方針】
・用水の有効利用を図
るため、末端ほ場のパ
イプライン化の検討す
るとともに、用水利用
者の意識改革が必
要。
・施設の機能を維持す
るための適切な維持
管理や、長寿命化を図
るための保全対策を講
じていく必要がある。

【社会状況の変化】
・稲の作付品種の変
化等により、田植時期
が早期に集中する。
【事業実施による変
化】
・用水の安定供給によ
り、ほ場整備が実施さ
れた。その後、農作業
の受委託が進行し、
麦・大豆等の集団転
作の増加。

【県民の意見】
・８割以上の農業者の
方が「水不足が解消さ
れた」、「不足する場
合があるが用水量は
増えた」と回答。
・「用水管理が楽に
なった」と農業者の６
９％の方が回答。
・農業面で「効果が
あった」と９割近くの方
が回答。
・農業以外では「効果
があった」、「なかっ
た」、「わからない」が
１/３程度ずつ占め
た。
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【直接効果】
・費用対効果(B/C）と
して「作物生産効
果」、「営農経費節減
効果」、「維持管理費
節減効果」、「更新効
果」、「洪水調整効
果」、「地域用水効
果」、「水辺環境整備
効果」等が発生。
・「作物生産効果」に
ついては、麦・大豆作
付面積は計画より増
加しているが、野菜作
付面積が計画通りに
作付されていないた
め、費用便益比が減
少。
・アンケート結果にお
いても、「用水が増え
た」、「用水管理が楽
になった」との回答が
６割以上を占めた。
【間接効果】
・ＮＰＯ法人「安濃川ル
ネッサンス」などによ
り、自然観察会や草
刈の活動が

【環境面への配慮】
・用水路工のほとんど
は新設埋設管であり、
自然環境へは、特に
影響を与えていない。
・新設頭首工には、魚
道の設置を行い、魚
類への影響に配慮。
【環境の変化】
・安濃川については、
アンケート結果におい
て、「水量が減った
が、洪水も減った」、
「魚等の生き物が少な
くなり、景観が悪くなっ
た」との回答が多く
あった。
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【事業目的】
当地域は熊野市中央部の中
山間地域に位置し、受益地
は、標高200～250ｍ程度の
丘陵台地に発展した棚田で
構成されており、各農地に接
する農道は幅員狭小（2.0ｍ
程度）で、かつ個々の農道を
結ぶ基幹的道路はなく、生産
物及び資材の搬入出入には
多大な労力と時間を要する
現状でありました。
このため、基幹的農道として
本路線を計画し、水稲を主に
野菜等との複合経営化を図
り、営農及び農産物の流通
の合理化を図るとともに農村
生活の場の環境改善を図り
ます。また、当地区の中心的
位置である紀和町長尾地

H13 2,000

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。今後、ソフト
事業との連携をよ
り密接に行い、農
地および農村集落
機能の維持に努め
られたい。

【事業の課題】
本地域では、過疎化・高
齢化が進行し、地域の活
力が低下しています。ま
た、農地の耕作放棄地拡
大を防止することが必要
となっています。
【課題の解決方針】
地域活力が低下している
ことに対し、本地域の特
産である熊野地どり等を
ブランド化し、地産地消や
都市部へ販路拡大を目指
すソフト事業（ブランド化
事業）と連携を図っていき
ます。
耕作放棄地の拡大を防ぐ
ためには、中山間地域直
接支払制度の利用を継続
し、地域で農地を守る取
組を支援します。
本地域では、今後さらに
過疎化・高齢化が進行

今後の課題としては、
畜産団地に変わる新
たな地域産業の育成
を図ること、農家の高
齢化により農地が耕作
放棄地とならない仕組
みを作ること、地域資
源である棚田を守ると
ともに同時に有効活用
を図ることがあげられ
ますが、対応方針とし
て、熊野地どりを地域
ブランド化し、地産地
消と都市部へ消費販
路の拡大し、熊野地ど
りを特産化することで、
地域産業の育成を図り
ます。また、農地の維
持が地域農業者だけ
では困難となっている
ことに対しては、棚田
オーナー制度の維持
拡大やワーキングホリ
デーの導入により、地
域住民以外の人たち
による活力も利用する

当事業受益地の関係
集落にアンケート調査
を実施したところ、９
８％の方から事業実
施により何らかの効
果があったと回答して
います。「地域の日常
の救急・消防に対する
安全効果が向上した」
「農道周辺で取付道
路の整備が進み地域
づくりにつながった」な
どの意見を頂いてい
ます。 農業面では、
「維持管理や農作物
の出荷等が容易に
なった」との意見を頂
いています。

熊
野
市

S60

○直接的効果
計画時の投資効率
＝1.13
現  在 の投資効率
＝1.04
・畜産農家の経営計
画の変更により畜産
出荷量が減少してい
ます。

○間接的効果
・地域の日常の救急・
消防に対する安全効
果が向上しました。
・熊野地どりの地域ブ
ランド化を進めている
鶏舎の建設工事が進
行していること、関西
方面から来る丸山千
枚田の棚田オーナー
の利便性が向上し地
域資

盛土法面の保安林を
保護するため、補強
土壁工による施工に
より、開発面積の縮減
に努めました。切土法
面の保護を図るため、
モルタル吹付部分を
減らし客土種子吹付
による施工をしまし
た。濁水流出を防止
するための雨期を避
けた工事の施工によ
り河川等が汚れない
よう配慮しました。
住民へのアンケート調
査からも、動植物の生
息や地域の景観につ
いて、環境への影響
はほとんど無いとの結
果が得られており、環
境保全について効果
があったと思われま
す。また、当事業整備
後において、道路沿
いに桜並木が

農道整備に伴い、赤
木城跡（赤木城公園）
とその周辺が整備さ
れ、憩いの場として利
用されています。
丸山千枚田や熊野古
道等観光地への利用
客が増加しています。
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【全体事業概要】
区画整理面積：38.0ha
道路工：7.6km
用排水路工：17.1km

H13 1,251

①     県民の意見の
徴集方法について
事業受益地の関係３
集落の全住民に対し
てアンケートを実施
（事業実施による効果
の有無等を聞き取り）
農業生産に関する効
果は農業従事者の内
４９％が農作業が楽に
なったとしており、４
３％が道路や用水路
の維持管理が楽に
なったとの回答があり
ました。また、農業以
外でも５１％が農道の
通行が良くなったと回
答しています。地域の
景観に関しては、地域
住民の６２％が良く
なったと回答していま

【目的】
当地域は、旧青山町の南部
に位置する中山間地域で
す。農地は急傾斜地に多く、
未整備で点在しているなど地
理的条件が不利なことや、道
路幅員も狭小で屈曲してお
り、用排水路も整備されてい
ないため維持管理に時間を
要し、高齢化も相まって農地
の保全が図りにくい状況であ
りました。こうしたことから、区
画整理などを実施することに
より、農業機械の導入による
農作業の省力化を図り、農
業経営の安定を目指すもの
です。

H13 1,241

※事業の課題
過疎化や高齢化により農
地の維持や農業用施設
の管理が困難になってき
ています。 野
生動物の生息域の変化
や遊休農地の増加により
獣害が増えてきていま
す。 ※課
題の解決方針
農地を適正に維持するた
めに、受委託耕作から集
落営農へと段階的に取り
組みをすすめていくよう地
域全体としての対応を検
討し、あわせて環境美化
活動など農村環境を向上
させるような取り組みに対
し指導・助言を行います。
獣害対策としては、施設
整備と併せ、地域として一
体的な

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。今後、ソフト
事業との連携をよ
り密接に行い、農
地および農村集落
機能の維持に努め
られたい。

①中山間地域におい
ては、過疎と高齢化に
よる後継者不足により
営農意欲が衰退し、耕
作放棄地も点在してい
たが、当該事業の実施
により、「営農意欲」と
「農地を守る」という意
識が大きくなってきて
います。このため、農
地の集団化、集落営
農、作業の受委託等に
積極的に取り組む必
要があります。反面、
鳥獣による被害が増
加しておりこの対策に
ついて地域で一体的な
対策を検討する必要
があると思われます。
②農地や農業用施設
の保全については、農
地のあぜ草刈や道路
や用排水路の維持管
理を農家のみで実施
することが、困難な状
況になってきていま
す。こ

青
山
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部
地
区
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※事業目的の達成状
況の評価 水田の区
画整理により農業機
械の導入が図られ効
率的な農作業が可能
になりました。農道や
農業用用排水路の整
備により維持管理の
軽減が図られました。
多自然型水路整備に
よりホタルが見られる
ようになりました。毎
年６月にはホタル鑑賞
会が開かれており、近
隣市町住民も来訪し
ており地域住民との
交流が図られていま
す。 地域住民
によるあじさい植栽な
ど景観保全に対する
意識が高まりました。
※費用対効果分析

※ 環境面への配慮
排水路に多自然型水
路（ほたるブロック積）
施行し、周辺の植生と
連続性のある護岸と
し、水性動植物の保
護を行いました。
※ 事業実施中に配
慮した事項 工事施
工中に土砂流出防止
のための沈砂池を設
け、河川への濁水流
入を未然に防止しまし
た。
※ 環境の変化 事業
実施による環境への
変化はほとんどありま
せん。アンケートによ
れば河川の水質に

山間部に位置し高齢
化が進んでいる中、
営農意欲が低下して
いたが、区画整理の
実施により継続して農
地を守っていく意欲が
増大している。また、
農地を守る取り組みと
して、猪や鹿等による
農作物への被害が
年々増加している中、
獣害対策として電気
柵やフェンスの設置を
地域で取り組んでい
ます。



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

委員会意見概要 事業方針概要

平成１９年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択

年度
県民の意見 今後の課題

事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

-
 2

8
 -

【全体事業概要】
外郭施設

沖防波堤 Ｌ＝165ｍ
東沖防波堤① Ｌ＝120ｍ
東沖防波堤② Ｌ＝80ｍ

     西防波堤① Ｌ＝20ｍ
西防波堤② Ｌ＝250ｍ
東突堤Ｌ＝30ｍ

水域施設
-5.5ｍ泊地浚渫

Ａ＝20，000㎡
-6.0ｍ航路浚渫

Ａ＝70㎡
輸送施設

道路Ｌ＝345ｍ

H17 4,328.5

【事業目的】
①荒天時でも漁船を安全に
係留、陸揚げできるよう港内
の静穏度を高めます。
②高齢者、漁業従事者の陸
揚げ作業等の安全を確保し
ます。

H13 3,368.5

事業の直接的効果
に関する評価の妥
当性を認める。ただ
し、今後の課題と対
応については、地
域の特性を活かし
た事業展開の視点
を加味すべきであ
る。

4-1 事業の課題
・強風による船体への影
響を懸念し、大型台風時
には、英虞湾へ避難して
いる状況で、風対策を講
じる必要があります。
・ 漁業就労者の減少と高
齢化が進行しており、新
規就労者の参入を促進す
る必要があります。
４－２ 課題の解決方針
・ 大型台風時において
も、避難せずに安心して
係留できる安心・安全な
漁港整備を進めるため、
防風柵等の設置を検討し
ています。
・今回の整備により、和具
漁港では大型漁船の寄
港や陸揚げが増加し、地
域を活性化が図られまし
た。今後は、高齢者が安
心して漁業が行える浮桟
橋等の整備や漁

漁
港
修
築

506

和
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漁
港

志
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市

・漁業者へのアンケー
トでは「漁港の整備で
利用しやすくなった」と
の回答が７割、「台風
等の避難回数が減少
した」との回答が４割
ありました。

・台風等の激浪時にも
港内静穏度は確保さ
れているが、強風のた
め安心して係留できな
いとの意見がある。
・漁業就労者の高齢化
が進行し、６５歳以上
の割合が４割を超える
状況となっている。

・地区人口、組合員
数、漁業経営体は減
少傾向であるが、海
上従事者数は横ばい
で推移している。
・魚価の低落により陸
揚げ金額は減少傾向
が続いているが、１漁
業経営体当たりでは
平成１３年以降横ばい
で推移している。

H6

・東沖防波堤の１部を
自然調和型マウンドで
整備し、磯根資源の
生息場所を確保して、
生態系の形成に寄与
している。
・事業実施による環境
への影響は特に見ら
れない。

①静穏度が向上して、
台風等の激浪時の避
難日数が減少した。
②静穏度が向上して、
陸揚げ可能な荒天時
の作業等の安全性、
効率性が向上した。
③泊地浚渫整備によ
り、外来大型船の利
用が増加し、陸揚げ
量が増加した。



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

委員会意見概要 事業方針概要

平成１９年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択

年度
県民の意見 今後の課題

事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

事

業

名

番

号

箇

所

名

市
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名
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9
 -

【全体事業概要】
河川改修

堤防・護岸１，４８０ｍ
道路橋４橋
農業用取水堰１基

H14 2,400

【事業目的】
矢谷川沿川の浸水被害軽減
を目的に、河川の拡幅等の
改修により流下能力を確保
し、治水安全度の向上を図
る。

H14 3,013

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。今後、都市河
川においては、県
民が親しめる空間
づくりのため、適切
な維持管理を行
い、河川を活用した
環境教育などのソ
フト事業の推進に
努められたい。

維持管理に地元住民、
NPO等が携わって頂ける
現在の制度の更なる普
及・啓発活動を推進し行
政と住民が連携・協働し
た適切な管理に努めま
す。

また、環境教育等の推
進については、河川空間
が環境教育や啓発の場と
して更に活用されて行くよ
う、流域内の学校関係者
及び市民団体等と交流、
連携を図ります。

河川整備計画の策定に
あたっては、住民や市民
団体等の川づくりに対す
る意見や考え方をお聞き
し、計画段階から住民や
市民団体との連携・協働
を更に進め、河川の適切
な維持管理や河川空間
の活用に努めます。

①土地利用の変化
治水安全度の向上に
より、市街地化が促進
され、商業店舗の立
地や住宅の建設が進
んでいる。
②社会ニーズの変化
社会ニーズの多様化
や変化により憩いや
癒しの場としての機能
を有している。
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①事業効果の発現状
況
事業完成後５年経過
したが、計画規模相
当の洪水は発生して
おらず、完成後の浸
水被害はこれまでの
ところ生じていない。
②事業効果の評価
費用対効果を分析し
た結果、Ｂ/Ｃは約１．
２５となりました。

①より適切な事業計画
の策定
当初事業費に対して、
用地費が大きく増加し
たことから、用地等の
単価については、既存
データのみに頼ること
なく、計画策定時に鑑
定を依頼するなど、適
正な事業費の把握に
努める。
②適切な維持管理
植生の復活化を図るこ
とにより、ヨシ類やガマ
などの植生が繁茂し、
多様化が図られた一
方、これらの植生に対
して草刈りなどにより
適切に維持管理してい
く必要が生じている。
しかし、維持管理の予
算が厳しい状況にある
ことから、地元住民、Ｎ
ＰＯ等が積極的に維持
管理に携わって頂ける
仕組みづくりを行い、
地域機関、地

アンケート調査結果で
は治水事業に対して
一定の評価があった。

河
川
事
業

① 環境への配慮
・現況法線の利用
・護岸勾配の緩斜面
化（２割）
・多自然護岸の採用
（カゴマット工法）
・縦断、横断方向の連
続性の確保（落差工
を設置しない、堰には
魚道を整備）
・事業中には、早期植
生を図るため、現地の
流用土をカゴマットに
部分的に目詰め
② 環境の変化
植生の多様化が図ら
れ、魚類には良好な
環境となった。
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市



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

委員会意見概要 事業方針概要

平成１９年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択

年度
県民の意見 今後の課題

事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

-
 3
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【全体事業概要】
上野新都市開発整備事業区
域内における県営住宅の新
規建設事業

＜建替後の住宅＞
鉄筋コンクリート造5棟
（うち3階建て３棟、4階建て

2棟）
延べ面積6801.64㎡
供給戸数80戸 H14 1,824

【事業目的】
①住宅問題の解消
・大阪のベッドタウンとしての
地域的な人口の大幅増によ
る住戸不足

②新都市開発に伴う住宅の
先行的建設
・新都市開発初期に建設す
ることで、企業立地や戸建て
住宅建設の促進 H14 1,847

事後評価の妥当性
を認める。

引き続き、公営住宅整備
の既存県営住宅の改善を
行っていくことにより、既
存ストックの有効活用を
図り、時代の要請に応じ
た住宅ストックを形成して
いく

・入居者の満足度
総合的な評価では７

割超が『満足してい
る』・『まあ満足してい
る』と回答

・市町等の意見
住まいのセーフティ

ネットの強化・周辺地
域の発展等に対する
貢献度に対して評価

・当該事業の今後の改
善措置の必要性及び
課題

(今後の改善措置の必
要性）
地球温暖化等の環境
問題への対策として
ソーラー式の外灯の整
備などを実施していき
たい

（課題）
 通常の機器に比べ

て工事額が増加する
ため、費用対効果につ
いて特に慎重に協議
する必要がある

・計画時点からの情勢
の変化

事業実施後、『ゆめ
ぽりす』内には戸建て
住宅・共同住宅や小
学校等が順調に建設
されており良好な住環
境を構成している

H6

○福祉的効果
・需要の検証

募集倍率=5.2倍
(R4,R5棟分)
・高齢社会対応

全戸を所定の規準
を満たした高齢者仕
様対応住戸として整
備

車椅子対応住戸を２
戸整備
 
○地域波及効果
・コミュニティの活性化

集会所の設置
児童遊園の設置

・人口の定住化
76世帯246人が定住

○政策誘導効果
・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化推進

全戸を所定の規準
を満たした高齢者仕
様対応住戸として整
備

車椅子対応住戸を２
戸整備
・居住水準の確保

全ての住戸面積を
最低居住水準以上と
して整備

○空家率
・空家数/供

・自然環境への影響
敷地内の道路境界

部分については幅３m
の緑地帯を整備

敷地内に可能な限り
の植栽を設置

・生活環境への影響
『ゆめぽりす伊賀』

の開発コンセプトの一
つである『職住近接』
の実現に貢献

住棟を全て勾配屋
根とした他、各住棟の
妻面に伊賀上野地域
にゆかりのあるデザイ
ンを用いた棟表示レ
リーフを設置するなど
して地域景観の向上
に貢献

公
営
住
宅
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備
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業
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三重県公共事業評価審査委員会審査状況

（１） 公共事業再評価審査状況

１）平成１０年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 休止

6  6  0  6  0  
35  31  4  35  0  
4  4  0  4  0  
6  6  0  6  0  
12  3  9  12  0  
4  0  4  4  0  
26  4  22  26  0  
93  54  39  93  0  
3  3  0  0  3  
5  5  0  5  0  
8  8  0  5  3  
7  5  2  7  0  
2  2  0  2  0  
6  6  0  5  1  
3  3  0  3  0  
18  16  2  17  1  

合 計 119  78  41  115  4  

２）平成１１年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 休止

4  4  0  4  0  
2  1  1  2  0  
1  1  0  1  0  
1  1  0  1  0  
6  0  6  6  0  
14  7  7  14  0  
12  12  0  12  0  
2  2  0  2  0  
3  2  1  3  0  
1  0  1  1  0  
18  16  2  18  0  
10  0  10  10  0  
10  0  10  10  0  

合 計 42  23  19  42  0  
３）平成１２年度

小計

林 道 開 設 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計
水 道 事 業

下 水 道 事 業
小計

農業農村整備事業
治 山 事 業

道 路 事 業
土地区画整理事業
砂 防 事 業
海 岸 事 業

林 道 開 設 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計

事業区分

建 設 省

農林水産省

厚 生 省

農林水産省

平成１０年度に設置された三重県公共事業再評価審査委員会は、平成１５年度に三重県
公共事業評価審査委員会に改名され三重県知事の諮問に応じて平成１０年度から平成１９
年度の１０年間で、県事業２９３箇所、市町村等事業１５８箇所の審査を行っています。
なお、事業方針は、県事業にあっては三重県知事が、市町村等事業にあってはそれぞれ

の事業主体の長が委員会意見を最大限尊重して決定しています。

事業区分

道 路 事 業
河 川 事 業
砂 防 事 業
海 岸 事 業
都 市 公 園 事 業

農業農村整備事業

治 山 事 業

所管省庁

所管省庁

街 路 事 業
下 水 道 事 業

小計
港 湾 事 業
海 岸 事 業

小計

建 設 省

運 輸 省

- 31 -



箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

2  2  0  2  0  
8  6  2  6  2  
1  1  0  1  0  
1  1  0  1  0  
1  1  0  1  0  
5  0  5  4  1  
18  11  7  15  3  
5  4  1  2  3  
5  4  1  2  3  
3  3  0  3  0  
1  1  0  1  0  
20  7  13  19  1  
24  11  13  23  1  

合 計 47  26  21  40  7  

※中止事業

；大村川生活貯水池［県事業］、桂畑生活貯水池［県事業］
；二木島港二木島地区［県事業］、的矢港畔蛸地区［県事業］
五ヶ所港船超地区［県事業］

；栃山木組線［県事業］
；五ヶ所湾漁港［県事業］
；尾鷲市公共下水道［市町村事業］

４）平成１３年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

2  2  0  2  0  
1  0  1  1  0  
2  2  0  1  1  
6  5  1  6  0  
4  3  1  4  0  
3  0  3  3  0  
2  0  2  2  0  
20  12  8  19  1  
7  7  0  6  1  
1  1  0  0  1  
8  8  0  6  2  

合 計 28  20  8  25  3  

※中止事業

；尾呂志地区［県事業］
；片川生活貯水池［県事業］
；国見能見坂線［県事業］

下 水 道 事 業

河 川 事 業

都 市 公 園 事 業

小計
林 道 開 設 事 業
農業農村整備事業

下 水 道 事 業

所管省庁 事業区分

農林水産省

小計

国土交通省

道 路 事 業
土地区画整理事業
河川総合開発事業

海 岸 事 業

河川総合開発事業

農林水産省

港 湾 事 業

林 道 開 設 事 業

農業農村整備事業

林 道 開 設 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計

事業区分

小計
港 湾 事 業

建 設 省

運 輸 省

道 路 事 業
河 川 事 業
砂 防 事 業
海 岸 事 業
都 市 公 園 事 業
下 水 道 事 業

小計

所管省庁

農地防災ダム事業
河川総合開発事業
林 道 開 設 事 業

漁 港 改 築 事 業
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５）平成１４年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

1  1  0  0  1  
9  8  1  9  0  
7  5  2  7  0  
1  1  0  1  0  
1  0  1  1  0  
2  0  2  2  0  
21  15  6  20  1  
6  6  0  6  0  
3  3  0  3  0  
1  0  1  1  0  
10  9  1  10  0  
1  1  0  1  0  
1  1  0  1  0  

合 計 32  25  7  31  1  

※中止事業

；伊勢路川ダム［県事業］

６）平成１５年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

5  5  0  5  0  
9  8  1  9  0  
1  1  0  1  0  
5  5  0  5  0  
3  3  0  3  0  
7  2  5  7  0  
4  0  4  4  0  
34  24  10  34  0  
8  8  0  8  0  
4  4  0  4  0  
2  0  2  2  0  
14  12  2  14  0  
2  2  0  2  0  
2  2  0  2  0  

合 計 50  38  12  50  0  

下 水 道 事 業
小計

所管省庁 事業区分

河川総合開発事業
河 川 事 業
海 岸 事 業

農業農村整備事業

林 道 開 設 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計

国土交通省

河川総合開発事業

所管省庁 事業区分

都 市 公 園 事 業

経済産業省
工業用水道事業

小計

街 路 事 業

農林水産省

国土交通省

道 路 事 業
河 川 事 業

海 岸 事 業

都 市 公 園 事 業
下 水 道 事 業

港 湾 事 業

街 路 事 業

小計

厚生労働省
水 道 事 業

小計

農林水産省

農業農村整備事業

森 林 整 備 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計
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７）平成１６年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

3  3  0  3  0  
2  0  2  2  0  
1  1  0  1  0  
2  0  2  2  0  
8  4  4  8  0  
7  7  0  6  0  
2  2  0  2  0  
1  1  0  1  0  
10  10  0  9  0  
6  0  6  6  0  
6  0  6  6  0  

合 計 24  14  10  23  0  

※農業農村整備事業（農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業）１箇所は、次年度
以降も再評価を継続することとしたため、委員会から「継続」又は「中止」のいず
れの答申もされなかった。

８）平成１７年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

9  9  0  9  0  
3  2  1  3  0  
1  1  0  1  0  
1  0  1  1  0  
2  1  1  1  0  
5  1  4  5  0  
21  14  7  20  0  
1  1  0  1  0  
14  5  9  14  0  
15  6  9  15  0  

合 計 36  20  16  35  0  

※ 農業農村整備事業（広域農道事業）１箇所は、平成１８年度に改めて再評価を行う
こととしたため、審議が行われなかった。

※都市公園事業１箇所は、平成１９年度に改めて再評価を行うこととしたため、委員
会から「継続」又は「中止」のいずれの答申もされなかった。

水産基盤整備事業
農林水産省

小計

小計
農業農村整備事業

森 林 整 備 事 業

下 水 道 事 業

厚生労働省
水 道 事 業

小計

所管省庁 事業区分

国土交通省

道 路 事 業
河 川 事 業
街 路 事 業

所管省庁 事業区分

道 路 事 業
河 川 事 業

国土交通省
海 岸 事 業

都 市 公 園 事 業
下 水 道 事 業

小計

土地区画整理事業

農業農村整備事業
水産基盤整備事業

小計
農林水産省
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９）平成１８年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

4  4  0  4  0  
4  2  2  4  0  
3  3  0  3  0  
3  0  3  3  0  
9  2  7  9  0  
23  11  12  23  0  
3  3  0  3  0  
1  1  0  1  0  
4  4  0  4  0  

合 計 27  15  12  27  0  

１０）平成１９年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

3  3  0  3  0  
3  2  1  3  0  
1  1  0  1  0  
13  3  10  13  0  
20  9  11  20  0  
1  1  0  1  0  
1  0  1  1  0  
2  1  1  2  0  

合 計 22  10  12  22  0  

（２） 公共事業事後評価審査状況
１）平成１５年度

箇所数

合計 県事業
市町村
等事業

1  1  0  
1  1  0  
2  2  0  
1  1  0  
1  1  0  

合 計 3  3  0  

農林水産省

国土交通省

農林水産省

所管省庁

森 林 整 備 事 業
漁 港 整 備 事 業

小計

事業区分

河 川 事 業
海 岸 事 業
都 市 公 園 事 業
下 水 道 事 業

小計

農林水産省
農業農村整備事業

小計

所管省庁 事業区分

国土交通省
海 岸 事 業
砂 防 等 事 業

小計

所管省庁 事業区分

道 路 事 業
河 川 事 業

国土交通省
海 岸 事 業
都 市 公 園 事 業
下 水 道 事 業

小計
農業農村整備事業

小計
森 林 整 備 事 業
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２）平成１６年度

箇所数

合計 県事業
市町村
等事業

1  1  0  
1  1  0  

合 計 2  2  0  

３）平成１７年度

箇所数

合計 県事業
市町等
事 業

1  1  0  
1  1  0  
1  1  0  
1  1  0  
4  4  0  
2  2  0  
1  1  0  
3  3  0  

合 計 7  7  0  

４）平成１８年度

箇所数

合計 県事業
市町等
事 業

1  1  0  
1  1  0  
2  2  0  
2  2  0  
2  2  0  

合 計 4  4  0  

５）平成１９年度

箇所数

合計 県事業
市町等
事 業

1  1  0  
1  1  0  
2  2  0  
4  4  0  
1  1  0  
1  1  0  
6  6  0  

合 計 8  8  0  

治 山 事 業

河 川 事 業
公営住宅整備事業

小計

農林水産省

農業農村整備事業

小計
漁 港 整 備 事 業

道 路 事 業
ダ ム 事 業
砂 防 事 業
海 岸 事 業

小計

街 路 事 業

所管省庁 事業区分

国土交通省

所管省庁 事業区分

所管省庁 事業区分

海 岸 事 業
公営住宅整備事業

国土交通省

国土交通省

農林水産省
農業農村整備事業

小計
治 山 事 業

農林水産省
農業農村整備事業

小計

所管省庁 事業区分

国土交通省 公営住宅整備事業
小計
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（３） 三重県公共事業評価審査委員会開催状況

１）平成１０年度
回数 開催日 審議件数 審議時間
第1回 9件
第2回 65件(再審議9件)
第3回 81件(再審議51件)
第4回 54件(再審議30件)
第5回 24件(再審議23件,再々審議1件)
第6回 事業方針説明
計 計119件

※ 審議は、事業別に抽出して行われた。

２）平成１１年度
回数 開催日 審議件数 審議時間
第1回 7件
第2回 19件(再審議7件)
第3回 16件(再審議12件,再々審議4件)
第4回 8件
第5回 15件
第6回 15件(再審議15件)
第7回 事業方針説明
計 計42件

３）平成１２年度
回数 開催日 審議件数 審議時間
第1回 7件
第2回 6件(再審議1件)
第3回 17件(再審議5件)
第4回 4件(再審議1件)
第5回 15件(再審議8件)
第6回 9件(再審議7件)
第7回 11件
第8回 現地調査
第9回 7件(再審議7件),事業方針説明
計 計47件

４）平成１３年度
回数 開催日 審議件数 審議時間
第1回 3件
第2回 11件(再審議3件)
第3回 14件(再審議8件)
第4回 6件(再審議6件)
第5回 4件
第6回 11件(再審議4件)
第7回 現地調査
第8回 8件(再審議8件)
第9回 事業方針説明
計 計28件

10時間30分  平成13年12月27日
8時間00分  平成13年11月27日

平成13年10月30日

平 成 13年 7月 17日

平成12年12月19日
平 成 13年 1月 15日

平 成 13年 2月 23日

平 成 12年 9月 30日

平 成 14年 3月 19日 1時間50分  
52時間35分  5時50分/回

7時間30分  

平 成 13年 8月 24日 6時間40分  
平 成 13年 9月 10日 6時間20分  

2時間50分  平成13年10月19日

2時間15分  
平 成 13 年 8 月 2 日 6時間40分  

平 成 13年 3月 22日 5時間00分  
47時間15分  5時15分/回

7時間00分  

平成12年11月13日 6時間45分  
平成12年11月28日 2時間15分  

6時間45分  
6時間30分  

平 成 13 年 2 月 6 日 3時間30分  

3時間45分  
平成12年10月23日 5時間45分  

平 成 12年 3月 24日 2時間00分  
30時間30分  

平成11年12月17日 4時間00分  

4時21分/回

平成11年10月26日 3時間30分  
平成11年11月15日 7時間30分  

3時間30分  
平 成 11年 8月 31日 6時間30分  
平 成 11年 9月 13日 3時間30分  

4時間30分  
5時間30分  
1時間30分  
24時間55分  

平 成 11年 1月 20日
平 成 11 年 2 月 1 日
平 成 11 年 3 月 9 日

平 成 11年 7月 27日

4時09分/回

4時間00分  
平成10年12月10日
平成10年12月19日

3時間45分  
5時間40分  

平成10年11月28日
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５）平成１４年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 6件
第2回 7件(再審議2件)
第3回 7件
第4回 現地調査
第5回 12件(再審議2件)
第6回 4件 試行3件
第7回 1件(再審議1件)
第8回 事業方針説明
計 計32件

６）平成１５年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 1件
第2回 8件
第3回 8件(再審議2件)
第4回 7件
第5回 10件
第6回 12件
第7回 10件(再審議9件)
第8回 現地調査
第9回 7件(再々審議2件) 3件
第10回 事業方針説明
計 計50件 計3件

７）平成１６年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 審議2件
第2回 審議5件(再審議2件)
第3回 審議4件(再審議5件、再々審議1件)
第4回 審議9件(再審議4件、再々審議2件)
第5回 現地調査1件

第6回 審議2件

第7回
再審議2
件

第8回 再々再々再審議1件
第9回 事業方針説明
計 計24件 計2件

※審議は、全ての事業について「聴取」と「審議」の２回行った上で必要な事業は改めて
審議が行われた。

10時間00分  平 成 14年 10月 9日

8時間30分  平 成 14 年 8 月 6 日

審議時間開催日

10時間00分  平成14年10月29日

55時間15分  

平成14年11月28日 8時間15分  

6時54分/回

2時間45分  
平 成 15年 1月 22日

平成16年12月16日 9時間00分  

審議4件(再審議8件、再々審議1
件、再々再審議1件)
再審議4件(再々審議2件、再々再々
審議1件)

平成16年11月16日 10時間20分  

1時間30分  平 成 16 年 7 月 7 日

審議時間開催日

平成16年10月15日 11時間05分  
平 成 16年 11月 2日

6時28分/回 58時間15分  

平 成 17年 1月 13日 2時間30分  
平 成 17 年 2 月 3 日 4時間40分  

6時間00分  

平 成 16 年 8 月 9 日 4時間30分  
平 成 16 年 9 月 7 日 8時間40分  

4時間05分  
6時48分/回

回数

平 成 16年 1月 13日 6時間00分  

68時間05分  

平成15年11月27日
平成15年12月15日

7時間20分  
8時間45分  

平 成 16年 1月 21日 9時間00分  
平 成 16 年 3 月 3 日

平成15年10月23日 7時間45分  
平 成 15年 11月 6日 8時間30分  

3時間30分  
平 成 15 年 9 月 2 日 6時間30分  
平 成 15年 10月 1日 6時間40分  

平成14年12月25日

回数

回数

平 成 14年 8月 27日 8時間30分  

平 成 15年 7月 15日

平 成 14年 7月 22日 4時間30分  

審議時間開催日

2時間45分  
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８）平成１７年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 5件
第2回 5件
第3回 4件(再審議1件)
第4回 5件(再審議4件)
第5回 3件(再審議5件)
第6回 5件 1件
第7回 現地調査2件
第8回 再審議2件、再々審議1件 6件
第9回 9件(再審議1件、再々審議2件)
第10回 再々審議1件、再々再審議1件
第11回 事業方針説明
計 計36件 計7件

９）平成１８年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 3件
第2回 9件
第3回 6件(再審議1件)
第4回 4件
第5回 5件(再審議3件、再々審議1件)
第6回 継続審議2件、再審議3件、再々審議1件4件
第7回 再審議1件
第8回 事業方針説明
計 計27件 計4件

１０）平成１９年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 2件
第2回 7件
第3回 5件（再審議2件）
第4回 2件
第5回 5件
第6回 1件（再審議1件） 5件
第7回 （再審議5件） 3件
第8回 事業方針説明
計 計22件 計8件6時52分/回 48時間10分  

平 成 20年 2月 14日

4時間05分  平 成 17 年 6 月 1 日

審議時間開催日

3時間55分  平 成 18年 7月 13日

審議時間開催日

回数 開催日 審議時間

平 成 19年 7月 13日 4時間40分  

6時間45分  
平 成 17年 8月 31日 6時間45分  
平 成 17年 9月 26日 9時間20分  

平 成 19年 8月 24日 7時間30分  

回数

平 成 17 年 7 月 6 日 4時間45分  
平 成 17 年 8 月 4 日

平成17年10月26日 10時間00分  
平 成 17年 11月 8日 9時間10分  

平 成 18年 2月 27日 5時間08分  
79時間45分  

平 成 17年 12月 1日 10時間37分  
平成17年12月22日 9時間50分  

7時15分/回

平 成 18年 1月 11日 3時間20分  

平成19年11月15日

回数

9時間00分  

平成18年12月22日 8時間50分  
平 成 19年 1月 18日 1時間40分  

5時40分/回 45時間25分  

平成18年10月23日 4時間25分  
平成18年11月21日 7時間35分  

平 成 18年 8月 30日 8時間00分  
平 成 18年 9月 19日 7時間40分  

平 成 19 年 3 月 1 日 3時間20分  

平成19年12月21日 7時間40分  

平 成 19年 9月 14日 4時間30分  
平成19年10月18日 7時間20分  

平 成 19 年 8 月 8 日 7時間30分  
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平成２０年度 三重県公共事業再評価審査対象事業一覧表

再評価理由： ①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業

審査箇所： ☆審査終了箇所 ○審査対象箇所

番
号

事業名 箇所名 市町村名
採択
年度

再評価
理 由

審査
箇所

1 森林整備事業 県営林道 三和片川線 熊野市 S49 ③

2 森林整備事業 県営林道 野又越線
大台町～紀北
町

H4 ③

3 森林整備事業 県営林道 三峰局ヶ岳 松阪市 H5 ③

4 森林整備事業 県営林道 木屋村山線
大紀町～南伊
勢町

H15 ②

5 森林整備事業 県営林道 経ヶ峰線 津市 H6 ④

6 防災ダム事業 安部・七郷池地区 津市 H10 ②

7 湛水防除事業 櫛田地区 松阪市 H10 ②

8 道路事業
一般県道四日市鈴鹿線（鈴鹿橋・高岡袴線
橋）

鈴鹿市 H11 ②

9 道路事業 一般国道１６３号長野峠バイパス 伊賀市～津市 H11 ②

10 道路事業 一般国道１６６号田引バイパス 松阪市 H6 ③

11 河川事業 二級河川安濃川 広域基幹河川改修事業 津市 S21 ③

12 河川事業
一級河川五十鈴川 広域基幹河川改修事
業

伊勢市 S24 ③

13 河川事業
二級河川志登茂川 広域基幹河川改修事
業

津市 S47 ③

14 河川事業 二級河川志原川 広域基幹河川改修事業
熊野市、御浜
町

S52 ③

15 河川事業
一級河川大内山川 広域基幹河川改修事
業

大紀町 S54 ③

16 河川事業 二級河川大堀川 総合流域防災事業
伊勢市、明和
町

S56 ③

17 河川事業 二級河川外城田川 総合流域防災事業 伊勢市 S58 ③

18 河川事業 一級河川桧尻川 総合流域防災事業 伊勢市 H6 ③

19 河川事業 一級河川椋川 総合流域防災事業
鈴鹿市、亀山
市

H11 ②

20 海岸事業 千代崎港海岸 鈴鹿市 H4 ④

21 海岸事業 御浜地区海岸 御浜町 S44 ③

22 海岸事業 井田地区海岸 紀宝町 S58 ③

23 港湾改修事業 鳥羽港（佐田浜地区） 鳥羽市 H6 ③

24 街路事業 秋葉山高向線外１線 伊勢市 H6 ③

25 都市公園事業 北勢中央公園
四日市市、いなべ
市、菰野町 S58 ③

26 環境衛生施設整備事業 北中勢水道用水供給事業
桑名市、木曽岬町、川越町、
朝日町、四日市市、鈴鹿市、
菰野町、亀山市、津市、松阪
市

H10 ③

計 26 件

（予定案）

 資料 ５
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平成２０年度 三重県公共事業事後評価審査対象事業一覧表

事後評価理由： 事業完了後おおむね５年が経過した事業

審査箇所： ☆審査終了箇所 ○審査対象箇所

番
号

事業名 箇所名 市町村名
採択
年度

完了年
度

審査
箇所

501 防災ダム事業 大沢池地区 津市 S63 H14

502 湛水防除事業 伊曽島北部地区 桑名市 H2 H14

503 ほ場整備事業 機殿地区 松阪市 H2 H14

504 農免農道事業 津北部地区 津市 S62 H14

505
中山間地域総合整備
事業

多気中部地区
多気町、大台
町

H7 H14

506 道路事業 一般国道２６０号宿浦バイパス
南伊勢町～
志摩市

H1 H14

507 海岸事業 片田地区海岸 志摩市 S49 H15

508 海岸事業 海野地区海岸 紀北町 H3 H15

509 港湾改修事業 的矢港（渡鹿野地区） 志摩市 H10 H15

510 砂防事業 三峰川 松阪市 H11 H15

計 10 件

（予定案）

 資料 ６
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